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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　近年、環境問題は先進諸国のみならず、開発途上国においても年々深刻化してきています。

1992年６月、ブラジルで開催された国連環境開発会議（地球サミット）においても、開発途上国

における環境問題については開発途上国が独自に対策を講ずるのみならず、先進諸国と開発途上

国が協力して対策を講じていくことの緊急性が認識されました。

　このような背景から、環境分野での協力に際しては相手国の要請を待ってから行うのではな

く、相手国の実情に合った適切な環境保全プロジェクトを我が国より積極的に提案し、実施する

“オファー型”タイプ協力である「積極型環境保全協力」を平成５年度より導入し、環境保全分

野における迅速な技術協力の展開に努めています。

　本報告書は、平成10年９月29日～10月８日まで派遣（マレイシア、フィリピン）した、アセア

ン産業公害防止環境保全技術調査員の現地調査及び国内検討の結果を踏まえ、フィリピン共和国

（以下、フィリピンと略す）の案件を今年度の「積極型環境保全協力」として採択し、平成11年

１月18～28日まで派遣した環境保全技術調査員の調査結果を取りまとめたものです。

　フィリピンは、鉱物資源の豊富な国であり、鉱業セクターは地域経済上重要なセクターと見な

されています。しかし、鉱山事業にかかわる環境影響評価、モニタリング、公害対策等の技術能

力が低く、その向上が緊急の課題となっています。

　今回、フィリピン側関係機関との協議を通じて、本プロジェクトの計画の妥当性、協力の規模

等を調査し、確認した事項について議事録（Minutes of Discussions）に取りまとめ、署名・

交換しました。

　ここに本調査員の派遣に関し、ご協力いただいた日本・フィリピン両国の関係各位に対し深甚

の謝意を表すとともに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。

平成11年２月
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１．環境保全技術調査員の派遣１．環境保全技術調査員の派遣１．環境保全技術調査員の派遣１．環境保全技術調査員の派遣１．環境保全技術調査員の派遣

１－１　調査員派遣の経緯と目的１－１　調査員派遣の経緯と目的１－１　調査員派遣の経緯と目的１－１　調査員派遣の経緯と目的１－１　調査員派遣の経緯と目的

　「積極型環境保全協力」は、開発途上国における地球環境保全に対する貢献を図るとの観点か

ら、途上国の事情に沿った産業公害防止対策技術の移転を図ることを目的として、日本側から効

果的なプロジェクトを積極的に提案し、迅速な実施を行うためのプロジェクト方式技術協力の協

力形態である。

　今年度の「積極型環境保全協力」案件は、1998年９月29日～10月８日まで派遣（マレイシア、

フィリピン）した、アセアン産業公害防止環境保全技術調査員の現地調査及び国内検討の結果か

ら、本案件が採択された。

　フィリピンは、鉱物資源の豊富な国であり、金、銅、ニッケル鉱石は世界有数の埋蔵量を誇

る。これら鉱業セクターは、30万人の雇用を過疎地域で生み出しており地域経済上重要なセク

ターとみなされているが、鉱山事業にかかわる環境影響評価、モニタリング、公害対策等の技術

能力が低く、その向上が緊急の課題である。

　今般、本案件が今年度の「積極型環境保全協力」案件として採択されたことを受け、1999年１

月18日～28日まで環境保全技術調査員を派遣し、フィリピン側の協力要請内容を具体的に検討す

るために先方と協議を行い、今後のプロジェクト協力の基本計画を作成した。

　主な調査内容は以下のとおり。

①フィリピン側実施体制（実施機関の組織・機能、予算措置、施設等インフラ整備状況、カ

ウンターパート（Ｃ／Ｐ）の配置計画等）

②詳細な技術協力計画案の策定

③ＰＤＭ案の作成（外部条件、指標及びデータ入手手段、投入内容）

④公害に対する現状把握

１－２　調査員の構成１－２　調査員の構成１－２　調査員の構成１－２　調査員の構成１－２　調査員の構成

 担当分野 　氏　名 　　　　　　　　所　属　先

団長・総括 宇佐美　毅 ＪＩＣＡ専門技術嘱託

技術協力計画 片岡　秀之 通産省環境立地局　鉱山保安課　総括係長

技術移転計画 冨田　堅二 (財）国際鉱物資源開発協力協会　国際協力本部　技術顧問

鉱山公害 津田　和康 (財）国際鉱物資源開発協力協会　国際協力本部　
国際協力課主任

プロジェクト 鈴木　信一 ＪＩＣＡ鉱工業開発協力部　鉄工業開発協力第二課職員
協力企画
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１－３　調査日程１－３　調査日程

派遣期間　派遣期間　19991999年１月年１月1818日～日～2828日日

日順日順

１１

２２

３３

４４

５５

６６

７７

８８

９９

1010

1111

日　付日　付

１／１／1818（月）（月）

１／１／1919（火）（火）

１／１／2020（水）（水）

１／１／2121（木）（木）

１／１／2222（金）（金）

１／１／2323（土）（土）

１／１／2424（日）（日）

１／１／2525（月）（月）

１／１／2626（火）（火）

１／１／2727（水）（水）

１／１／2828（木）（木）

行　　　程行　　　程

成田→マニラ（成田→マニラ（JLJL－－741741））

マニラ→セブ（マニラ→セブ（PRPR－－863863））

セブ→マニラ（セブ→マニラ（PRPR－－848848））

マニラ→成田（マニラ→成田（JLJL－－742742））

調査内容調査内容

移動、ＪＩＣＡ事務所打合せ、ＭＭＡＪ事務所移動、ＪＩＣＡ事務所打合せ、ＭＭＡＪ事務所
表敬表敬

ＮＥＤＡ、ＭＧＢ表敬、ＮＥＤＡ、ＭＧＢ表敬、PETROLABPETROLABとの協議との協議

ＭＧＢ、ＭＧＢ、PETROLABPETROLABとの協議との協議

ＭＧＢ、ＭＧＢ、PETROLABPETROLABとの協議、ＵＮＩＤＯとの協議との協議、ＵＮＩＤＯとの協議
移動（午後）移動（午後）

ＭＧＢ地域事務所（Ⅶ）との協議、現地調査ＭＧＢ地域事務所（Ⅶ）との協議、現地調査

移動（午前）移動（午前）
資料整理資料整理

資料整理資料整理

ＭＧＢ、ＭＧＢ、PETROLABPETROLABとの協議との協議

ＭＧＢ、ＭＧＢ、PETROLABPETROLABとの協議、Ｍ／Ｄ案作成との協議、Ｍ／Ｄ案作成

Ｍ／Ｄ署名・交換Ｍ／Ｄ署名・交換
ＪＩＣＡ事務所、日本大使館報告ＪＩＣＡ事務所、日本大使館報告

移動（成田着）移動（成田着）
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１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

（フィリピン側）

(１) 国家経済開発庁

　National Economic and Development Authority（NEDA）

　Avely Bernardo, Division Chief, Public Investment Staff（PIS）

　Vanessa Agnes F. Dimaano, PIS

　Evelyn P. Santiago, PIS

　Dennis A. Lim, Trade, Industry and Utilities Staff（TIUS）

(２) 環境天然資源省

　Department of Environment and Natural Resources（DENR）

　A.C.Corinthia N.Naz, Senior Technical Assistant,

　 Office of the Undersecretary for Environment and

　 Programs Development

(３) 鉱山地球科学局

　Mines and Geosciences Bureau（MGB）

　Horacio C. Ramos, Director

　Edwin G. Domingo, Assistant Director

　Geronimo Badulis,Jr., Supervising Science Research Specialist, Mining

　Environment and Safety Division

　Romeo L. Almeda, Chief, Lands Geology Division

　Rodolfo L. Velasco, Jr., OIC., Mining Environment and Safety Division

　Augustus C. Flores, Chief, Metallurgical Technology Division

　Lilian A. Rollan, Manager, PETROLAB

　Eligio Z. Ariate,Regional Director, Region Ⅶ

　Perla C. Momongan, Chief Geologist, Region Ⅶ

　Al Emil G. Berador, Supervising Geologist, Region Ⅶ

　Julius Z. Miel, Senior Geologist, Region Ⅶ

　Roger A. de Dios, OIC, Mine Environment and Safety Division, Region Ⅶ

　Antonia M. Dumdum, Supervising Chemist,, Region Ⅶ
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(４) 国連工業開発機構

　United Nations Industrial Development Organization（UNIDO）

　Markku Kohonen, Representative, Philippines and the Pacific

　Betty Koreh, Programme Officer, Philippines and the Pacific

（日本国側）

(１) 日本国大使館

　篠田　邦彦　　一等書記官

(２) ＪＩＣＡフィリピン事務所

　後藤　洋　　　所長

　升本　潔　　　次長

　中村　明　　　所員

　石賀　みちる　所員

　Mima C. Bautista-Macahilig　所員

(３) ＪＩＣＡ専門家

　山田　泰造　　個別派遣長期専門家（Office of the Undersecretary for Environmen-

tal and Programs Development,ＤＥＮＲ)
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調査・協議項目

１　鉱業開発と公
害の現状

２　国家開発計画
との整合性

３　プロジェクト
の名称

４　関係機関
（１）援助窓口機

関

現状、調査内容 調査結果対処方針

・同国の鉱物資源は、金（世
界第３位）、銅（世界第４
位) 、ニッケル（世界第５
位）、クロム鉄鉱（世界第６
位）の埋蔵量を誇る。鉱業
分野の総生産額（金、銅、
ニッケル、クロム鉄鉱等）
は、1 9 8 6 年の1 2 3 億P H P
（ＧＤＰの2.08％）をピー
クに年々減少し、1997年は
102 億PHP（ＧＤＰの1.31
％）になっている。

・クイックシルバー鉱山をは
じめ９鉱山の公害発生状況
資料を入手した。

・現行の国家計画「フィリピ
ン2 0 0 0 」の中核となる
「フィリピン中期開発計画
（1993～1998年）」では、
環境影響評価（ＥＩＡ）の
取込み、環境汚染に対する
罰金、環境基金の設立等が
あげられている。また、新
エストラーダ政権では、
1999年12月を目途に中期計
画を策定中である。

・要請書（案）では以下のと
おり。

（和）鉱業分野環境対処能力
向上プロジェクト

（英）Capacity Building
Project for Environ-
mental Management in
Mining

・国家経済開発庁
（ＮＥＤＡ：National Eco-
n o m i c  and Development
Authority）

・新中期計画の策定状況
を確認する。

・本プロジェクトのＣ／Ｐ
は、各技術部門（鉱山
環境・安全、採鉱、選
鉱等）から構成され、
プロジェクト終了後は
技術普及のために各部
署に戻ることを考え
て、次のとおり提案
し、協議結果をＭ／Ｄ
に記載する。

（和）鉱山環境管理研修
計画

（英）T r a i n i n g  f o r
Mine Environmen-
tal Management

・本プロジェクトに対す
るＮＥＤＡの意向を確
認する。

・前回の環境保全技術調査員
派遣時（1998年10月）に入
手している。

・現在最終ドラフトが認可待
ちの状態であるものの、次
官の交代もあり、最終段階
のものについては、明確な
時期等未定である。

・現在要請書がＮＥＤＡで審
査中であること、更に日本
側案ではＤＥＮＲの申請窓
口並びにＮＥＤＡの受付窓
口が変更になることから、
今回はフィリピン側当初案
のとおりとして、Ｍ／Ｄに
記載した。

　次回調査時に名称変更を検
討する。

・環境保全に対する日本側の
協力については前向きであ
り、要請書の提出には２週
間程要する旨回答があっ
た。

１－５　調査結果１－５　調査結果１－５　調査結果１－５　調査結果１－５　調査結果
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調査・協議項目 現状、調査内容 調査結果対処方針

（２）所管官庁

（３）実施機関
ア　名称

イ　所在地

５　プロジェクト
責任者

（１）総括責任者

・環境天然資源省
（ＤＥＮＲ：Department of
Environmental and Natu-
ral Resources）

①組織：１事業局、５実務
局、３付属機関から構成さ
れており、地方組織として
16の地域事務所、73の県単
位の地方事務所、11 7のコ
ミュニティ単位の地方事務
所を持っている。

②予算：1 9 9 7 年度4 7 . 6 億
PHP、1998年度47.1億PHP
で全体的に減少傾向にあ
る。

③活動：本部が政策立案・策
定を行い、地方組織が事業
の実施を行っている。

・鉱山地球科学局
（ＭＧＢ：Mines and Geo-
sciences Bureau）

①組織：ＭＧＢはＤＥＮＲ長
官直属の唯一の事業局で、
11の部局から構成され、14
の地域事務所を直轄してい
る。

②予算：ＤＥＮＲと別立てで
計上されており、1997年度
2.0億PHP、1998年度3.6億
PHPと約82％の増となって
いる。

③活動：鉱山開発の振興を目
的とする事業局である。

　なお、環境関連法に基づく
ＥＩＡの承認は、全てＥＭ
Ｂが責任を持つことになっ
ているが、1998年４月ＭＧ
ＢとＥＭＢの間で鉱山開発
分野におけるＥＩＡ、環境
モニタリングについては、
ＭＧＢが行うとの合意がな
された。

・メトロマニラ・ケソン市

・ＤＥＮＲ長官が総括責任
者、ＭＧＢ局長が副総括責
任者と想定される。

・確認し、Ｍ／Ｄに記載
する。

・変更ないことを確認
し、Ｍ／Ｄに記載す
る。

・マニラ首都圏内

・確認し、Ｍ／Ｄに記載
する。

・方針のとおり確認し、Ｍ／Ｄ
に記載した。

・方針のとおり確認し、Ｍ／Ｄ
に記載した。

・方針のとおり確認し、Ｍ／Ｄ
に記載した。

・総括責任者はＭＧＢ局長で
あることを確認し、Ｍ／Ｄ
に記載した。
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調査・協議項目 現状、調査内容 調査結果対処方針

（２）実施責任者

６　要請の内容

（１）協力期間

（２）上位目標

・ＭＧＢ副局長が実施責任者
と想定される。

・フィリピンにおける鉱業分
野を再活性化し、同国の経
済に再び寄与することをめ
ざすために、鉱山環境管理
にかかわるＭＧＢの対処能
力を強化することを目的と
したプロジェクト方式技術
協力。

・５年間

・確認し、Ｍ／Ｄに記載
する。

・本要請では、鉱業活動
に起因する環境汚染問
題とその対策、ＥＩＡ
の対処能力の向上と、
かなり広範囲な協力と
なっている（鉱業界へ
の指導、ＮＧＯ等環境
組織への指導等も含
む)。

　これらすべての協力を
実施することは無理で
あり、水質汚染、土壌
汚染を優先課題とした
「環境管理能力の向上
に必要な人材の育成」
を目的とすることを説
明する。

・Ｒ／Ｄで合意した日から
３年間とすることを提案
し、合意を得てＭ／Ｄに
記載する。なお、協力
期間及び協力範囲につ
き、フィリピン側から
再度要望があった場合
は、今回の協力結果
（実施機関の予算状
況、Ｃ／Ｐ技術力評価
等）を踏まえ次のス
テージの検討を行う旨
説明する。

・(２)、(３)、(４)、
(５)、(６)について以
下の案を提案し、結果
をＭ／Ｄに記載する。

・鉱業活動に起因する水
質及び土壌汚染にかか
わるＭＧＢの鉱山環境
管理能力が向上する。

・実施責任者はＭＧＢ副局長
であることを確認し、Ｍ／Ｄ
に記載した。

・方針のとおり確認した。

・協力期間は、３年間とする
ことで合意し、Ｍ／Ｄに記
載した。

　なお、フィリピン側からは
要請書のとおり５年間の強
い要望があったが、方針の
とおり説明し合意を得た。

・方針のとおり確認し、Ｍ／Ｄ
に記載した。
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調査・協議項目 現状、調査内容 調査結果対処方針

（３）プロジェク
ト目標

（４）技術移転内
容

・鉱業分野の自立発展を確実
なものにするために鉱山環
境管理にかかわるＭＧＢの
対処能力を強化する。

　具体的には、下記の内容が
含まれる。

（１）鉱山モニタリングに必
要な制度の強化

（２）ＥＩＡに関する対処能
力の向上

（３）環境面で堅実かつ効率
的な技術の振興

（４）汚染予防、汚染緩和、
制御対策の普及促進

（５）環境モニタリング、保
護、修復に関する訓練
計画の制度化

　なお、フィリピン側のプラ
イオリティーは、(１)、(５)、
(４)、(３)、(２)。

（１）有効かつ効率的な鉱山
環境モニタリングに必
要な制度の強化

ア．各種環境管理試料の分
析を可能とするための
化学分析試験室の施
設、機材の改善、整備

イ．各種分析用機材の修理
保全法と操作法に関す
る訓練

ウ．重金属、有害物質の分
析法に関する訓練

エ．試料採取法、現地分析
法、室内分析法に必要
な規範とガイドブック
の開発と作成

オ．地方政府のユニットを
含むＭＧＢ及びＥＭＢ
地域事務所職員に対す
る試料採取法、現地分
析法、室内分析法に関
する訓練と技術移転の
実施

・鉱業活動に起因する水
質及び土壌汚染防止に
かかわる鉱山環境管理
に必要な人材がＭＧＢ
で育成される。

（１）鉱山環境モニタリ
ングに必要な制度
の強化

・水質汚染と土壌汚染に
かかわる鉱山環境モニ
タリング機能の強化に
必要な人材の育成
ａ．下記分野の技術移

転
モニタリング概論
試料採取法
オンサイト分析法
室内化学・機器分
析法
モニタリング結果
の評価法

ｂ．研修コース開催指
導
研修教材の作成
機器分析機材の操
作・保全

・方針のとおり確認し、Ｍ／Ｄ
に記載した。

　なお、協力範囲は以下の４
項目とすることを確認し、
Ｍ／Ｄに記載した。

（１）水質・土壌汚染分野で
の鉱山環境モニタリン
グ機能の強化。

（２）水質・土壌汚染にかか
わる発生源対策技術の
評価・指導機能の強
化。

（３）鉱山環境アセスメント
報告書の評価機能の強
化。

（４）鉱山環境管理分野の教
育・訓練機能の強化。

・上記（１)～(４）の４項目
については、方針のとおり
確認し、プロジェクトの成
果、活動の項に詳述した。
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調査・協議項目 現状、調査内容 調査結果対処方針

（２）環境影響評価報告書
（ＥＬＡ）の評価対処
能力の向上

ア．ＥＩＡとその評価の実
施にかかわるＭＧＢの
能力の評価

イ．鉱山会社の設立、操業
に対し、法律によって
委任されている「環境
保護・向上計画」及び
「鉱山廃止・跡地修復
計画」に対する現行実
施ガイドラインと戦略
についての評価

ウ．ＥＩＡ及び「環境保
護・向上計画」にかか
わる基本的なガイドラ
イン、規範及び運営マ
ニュアルの開発と作成

エ．地方政府のユニット並
びに鉱山労働組合の参
加を得た地域事務所に
対するＥＩＡ及び「環
境保護・向上計画」の
評価に関する訓練と技
術移転の実施

（３）環境面で堅実かつ効率
的な技術の振興

ア．現在実施されている採
鉱、選鉱実技の実態調
査、評価、アセスメン
ト

イ．鉱山修復及びサイト復
元にかかわる現行実技
の実態調査、評価、ア
セスメント

ウ．技術改善の具体化、利
用が可能な分野及びプ
ロセスの選別確認

エ．政府及び産業界によっ
て採択される事業の指
針及び規範の開発と作
成

オ．ＭＧＢ及びＥＭＢ、鉱
山会社、地方政府ユ
ニットから選定された
参加者を得た環境的に
堅実で効率的な選鉱
法、実験室技術の改
善、鉱山修復に関する
訓練計画の実施

（２）ＥＬＡの評価対処
能力の向上

a．技術情報の移転

（３）環境配慮型鉱業技
術の振興

・発生源対策技術の評価
と技術指導に必要な人
材の育成
ａ．技術情報（採鉱・

選鉱）の移転
環境配慮型採鉱
法
環境配慮型選鉱
法

ｂ．技術情報（廃水、
廃さい処理）の移
転
廃水、廃さい処
理法
評価・技術指導
手法

ｃ．研修コース開催指
導
研修教材の作成
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調査・協議項目 現状、調査内容 調査結果対処方針

（５）成果

（４）鉱山環境汚染の予防、
緩和、制御対策の普及
促進

ア．産業界が実施している
予防的汚染緩和対策の
実態調査とアセスメン
ト

イ．鉱山会社、ＥＭＢ、環
境ＮＧＯ等との協議、
討論

ウ．環境汚染制御対策に関
する基本的業界指針と
規範の作成、公表

（５）鉱山環境モニタリン
グ、保護、修復に関す
る訓練計画の制度化

ア．環境モニタリング、保
護、修復に関する訓練
計画とコースの開発と
作成

イ．学会、業界、労働組合
グループとの協議

ウ．政府、特にＤＥＮＲに
よる考察と採択に必要
なＭＧＢの責務枠内で
の上記訓練計画の制度
化に対する計画設計と
戦略の策定

０．プロジェクトの管理・
運営体制が確立され
る。

１．ＭＧＢの技術者が分
析・測定試験等の機
材の操作及び保守管
理ができるようにな
る。

２．ＭＧＢの鉱山環境モ
ニタリング機能が水質
及び土壌汚染分野で整
備・強化される。

３．ＭＧＢの水質及び土
壌汚染にかかわる発生
源対策技術の評価・
指導機能が強化され
る。

４．ＭＧＢの鉱山環境ア
セスメント報告書の
評価機能が強化され
る。

５．ＭＧＢの鉱山環境管
理分野の教育・訓練
機能が強化される。

・方針のとおり確認し、Ｍ／Ｄ
に記載した。
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調査・協議項目 現状、調査内容 調査結果対処方針

（６）活動 ０－１．計画に従い人員
を配置する。

０－２．業務活動計画を
策定する。

０－３．予算計画を策定
する。

１－１．施設・機材整備
計画を策定し、調達・
保全を実施する。

１－２．供与機材の据え
付け・操作指導・整備
保全を実施する。

１－３．整備・維持管理
マニュアルを作成する。

２－１．水質・土壌汚染
のモニタリング概論を
修得する。

２－２．水質・土壌分析
用試料採取手法を導入し
マニュアルを作成する。

２－３．水質・土壌のオ
ンサイト測定・分析技
術を導入しマニュアル
を作成する。

２－４．水質・土壌の室内
測定・分析技術を導入し
マニュアルを作成する。

２－５．水質・土壌の測
定・分析結果の評価方
法を導入しマニュアル
を作成する。

３－１．環境配慮型採鉱
法に関する技術情報を
修得する。

３－２．環境配慮型選鉱
法に関する技術情報を
修得する。

３－３．廃水・廃さい処
理に関する技術情報を
修得する。

３－４．廃水・廃さい処理
対策の評価手法を導入し
マニュアルを作成する。

３－５．廃水・廃さい処
理対策の改善指導手法
を導入しマニュアルを
作成する。

４－１．環境アセスメン
ト概論に関する技術情
報を修得する。

４－２．環境アセスメン
ト手法に関する技術情
報を修得する。

４－３．環境アセスメン
ト報告書の評価に関す
る技術情報を修得する。

５－１．研修計画を策定
する。

５－２．研修教材を作成
する。

５－３．研修・セミナー
を実施する。

５－４．研修受講者へア
ンケートを実施する。

・方針のとおり確認し、Ｍ／Ｄ
に記載した。
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調査・協議項目 現状、調査内容 調査結果対処方針

（７）日本側投入
ア．専門家派

遣

イ．研修員受
入れ

ウ．機材供与

（８）フィリピン
側投入

ア．組織

・長期専門家　５名
ア．チーフアドバイザー
イ．業務調整員
ウ．鉱山技師（環境を専門）
エ．産業衛生技師
オ．化学分析技師（環境を専

門）

・短期専門家　７名

・３名（１か月間）

・要請機材の内訳は次のとお
り。（単位：千ドル）

ア．実験室用消耗品 3.98
イ．標準溶液 0.20
ウ．分析用試薬 1.58
エ．試料採取用消耗品 0.49
オ．実験室用機材 482.85
カ．現地調査用機材 183.82
キ．事務機器 35.9
ク．既存機器修理用機材

31.5
総計　約　740千ドル

・Ｃ／Ｐ９名の名簿が作成さ
れている。

・以下の５名を提案し、
合意を得てＭ／Ｄに記
載する。
ア．チーフアドバイ

ザー
イ．業務調整員
ウ．鉱山環境管理

（化学分析）
エ．鉱山環境管理

（モニタリング）
オ．鉱山環境管理
（発生源対策評価）

・必要に応じ派遣する旨提
案し、合意を得てＭ／Ｄ
に記載する。

・年間約３名程度とする
ことを提案し、合意を
得てＭ／Ｄに記載す
る。

・既存機材を調査するとと
もに、要請機材をＭ／Ｄ
に添付する。

・プロジェクトダイレク
ター並びにプロジェクト
マネージャーを確認し、
Ｍ／Ｄに記載する。

　また、可能であれば Ｃ／Ｐ
の氏名、職名についても
Ｍ／Ｄに添付する。

・方針のとおり確認し、Ｍ／Ｄ
に記載した。

・方針のとおり確認し、Ｍ／Ｄ
に記載した。

・近年、Ｃ／Ｐ研修はプロジェ
クト期間を平均すると年間２
名強であることから、年間約
２名程度とすることで合意し
たが、フィリピン側からは可
能であれば更に増員されたい
旨要求があった。

・最終案では地域事務所も含
めて強化するため、約４億
円と当初要請額の４倍以上
の大幅な増額の要求となっ
ているが、日本側の予算状
況を説明し、機材にプライ
オリティーを付けて、Ｍ／
Ｄに添付した。

（単位：千ドル）
ア．実験室用消耗品 83.25
イ．標準溶液 0.78
ウ．分析用試薬 24.20
エ．試料採取用消耗品 6.32
オ．実験室用機材 1,992.64
カ．現地調査用機材

1,259.29
キ．事務機器 123.74
ク．既存機器修理用機材

20.49
総計　約3,510.71千ドル

（内、プライオリティーAの
　総計　約1,241.34千ドル）

・Ｃ／Ｐ氏名等を確認し、Ｍ／Ｄ
に添付した。

　Ｃ／Ｐ 　23名
（内、地域事務所４名、補助
要員数名は別途配置）
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調査・協議項目 現状、調査内容 調査結果対処方針

イ．予算

ウ．施設、設
備

（９）合同調整委
員会

７　その他
（１）他機関との

協力

（２）ＰＤＭ

（３）専門家の生
活環境

・Ｃ／Ｐ経費はＭＧＢ経常予
算から、プロジェクト関係
部課の運営費は来年度予算
3,700万PHPを要求、また鉱
山サイトのモニタリングと
分析・測定に必要な経費は
今年度操業中の５鉱山が寄
託した鉱山再生基金、モニ
タリング信託基金、環境信
託基金　計3,725万PHPの一
部が充当可能としている。

・プロジェクトの進捗に応じ
て、ペトロラボに加えてＭＧＢ
本局内に設置されている選
鉱製錬分析試験設備も共用
され、更にセブ及びミンダ
ナオのＭＧＢ地域事務所も
ＯＪＴの拠点として活用さ
れる。

・本プロジェクトの関連事業
として、ＵＮＩＤＯプロ
ジェクト「小規模鉱業にお
ける水銀汚染防止」を計画
中で、その実施は遅れてい
るものの、採択がなされた
場合は、今後マルチ・バイ
協力としての連携可能性に
ついて打合せを行うことと
している。

・予算計画を確認のうえ、
Ｍ／Ｄに添付する。

・ペトロラボの一部を整
備して「鉱山環境分析
ラボラトリー」を新設
し、更に専門家及びＣ／Ｐ
の執務室、研修室等を
設置し、プロジェクトサ
イトとすることを提案
し、合意を得てＭ／Ｄに
記載する。また、ＭＧ
Ｂ本部及び地域事務所
の機材についても調査
する。

・合同調整委員会の設
置、活動、構成等につ
いてフィリピン側と協
議し、結果をＭ／Ｄに
記載する。

・ＵＮＩＤＯプロジェク
トの進捗状況を確認
し、意見交換を行う。

・ＰＤＭの概要を説明し、
本プロジェクトに係る
「プロジェクトの要約」
部分についてＭ／Ｄに記
載するとともに、ＰＤＭ
（案）をＭ／Ｄに添付す
る。

・ＤＥＮＲには個別派遣
の長期専門家が活動中
であるが、必要に応じ
て専門家の生活環境を
調査する。

・1999年度のＭＧＢ全体予算
及びプロジェクト予算は以
下のとおり確認し、Ｍ／Ｄ
に添付した。

　　ＭＧＢ全体予算
　　　394,906 千PHP
　　プロジェクト予算

3,100 千PHP

・本プロジェクトで使用可能
な場所を確認し、Ｍ／Ｄに
添付した。

　また、ＭＧＢ本部及び地域
事務所の機材リストを入手
した。

　なお、今回地域事務所の
内、Ｒｅｇｉｏｎ７を訪問
したが、施設、機材共脆弱
であり、まずＭＧＢ本部を
強化する必要があると想定
される。

・合同調整委員会の設置につ
いては、方針のとおり確認
し、Ｍ／Ｄに記載するとと
もに、活動、構成等につい
て、Ｍ／Ｄに添付した。

・状況は1998年10月の訪問時
と変わっていない。

　ＵＮＩＤＯプロジェクトの
実施期間はフェーズ１で少
なくとも１年で、３名で構
成される専門家を1999年２
月又は３月頃にミンダナオ
へ派遣予定。

　なお、供与機材は水銀レト
ルト装置のみ。

・方針のとおり説明し、Ｍ／Ｄ
に記載、添付した。

・ミンダナオ島では、政府軍
とイスラム反乱勢力との衝
突事件が後を経たない状況
であるが、マニラ首都圏で
は大きな変化は見られない。
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２．要請の背景２．要請の背景２．要請の背景２．要請の背景２．要請の背景

２－１　フィリピンにおける要請分野の現状２－１　フィリピンにおける要請分野の現状２－１　フィリピンにおける要請分野の現状２－１　フィリピンにおける要請分野の現状２－１　フィリピンにおける要請分野の現状

　フィリピンは地質的に鉱物資源に恵まれており、かつては東南アジアで最大の鉱業国として知

られていた。1950年代後半から1980年代後半にかけて金、銅、クロム、ニッケルの生産において

世界で10位以内の生産国として地位を維持していたことからもわかる。当時は60～70％の金属及

び非鉄金属鉱山が稼行しており、その大半が外貨獲得、税収、雇用にと国家経済に大きく貢献し

ていた。

　しかし、需要の低迷と金属市況の低迷に伴い、1980年代の鉱業部門の投資環境は悪化し、資源

探査や鉱山開発の動きがかなり鈍化した。フィリピンの鉱山開発は大半が国内鉱山会社が行って

いるが、多額の負債を抱えている会社が多く、新たな鉱床を開発するだけの余力がないことによ

るものである。フィリピン政府は鉱山開発問題に取り組むため、1994年に鉱産税の５％から２％

への減税の実施、1995年には新鉱業法を制定し、大規模鉱業の場合は外貨100％の鉱山会社によ

る開発を認めるなどの、外資が参入しやすい投資環境の整備を行った。

　しかし、一方で鉱業に起因する鉱害問題も多発し、具体例としては、たい積場の崩壊による鉱

滓の流出や鉱山廃水による河川への重金属汚染等が発生し、これらの事故は地域住民の鉱山開発

に対する反対運動を呼び起こし、更にはメディアによる報道によって、教会団体、環境保護団

体、非政府団体（ＮＧＯ）らの鉱業反対運動を活発化させ、鉱業界のイメージをますます悪化さ

せてしまい、鉱業開発が困難な状況となってしまった。

　このような鉱業に起因する環境問題を解決し、国民に理解される鉱業の継続や開発のため、政

府は鉱業開発における環境規制の強化を図った新鉱業法の施行規則の改正（ＲＩＲＲ：Revised

Implementing Rules and Regulations）を行った。改正された鉱業法施行規則は、鉱業活動

の持続的開発を達成することを目標として、鉱業による環境保護を確実なものにするほか、鉱業

により得られた富の地域住民の生活向上と地域振興のための提供等を想定している。

　新鉱業法施行規則において、環境保護に関して強化された主要な事項は次のとおりである。

①鉱山会社はモニタリングの経費、損害賠償、復旧費用、閉山時に必要な経費のために基金

を設けること。

②鉱山の環境モニタリングを審査するモニタリングチーム（中央政府機関、地域政府機関、

環境ＮＧＯ等多様な関係者で構成される。）を設けること。

③鉱山会社に環境保護と向上を図るための監査室を設けること。

④鉱山の操業にあたって、環境を保護するための具体的な操業計画を提出すること。

⑤閉山の５年前には鉱山跡地利用と閉山後の地域への影響を最小限とする閉山計画書を提出

すること。
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　鉱物資源の探鉱から開発、生産等の資源管理の各種施策の実施はＭＧＢが担当しているが、

1998年から鉱山の環境保護規制と環境モニタリングについても責任担当部署となり、行政処理能

力向上等、組織体制の強化が必要となった。ＭＧＢは、首都マニラにある本局のほかに全国に14

地域事務所が置かれており、今回の鉱山の環境管理に関する新たな業務の追加に伴い、1999年に

は全国で約500名の職員の増員を予定しており、人員面では充実が図られる予定である。

　しかし、鉱山環境管理に関する重要な業務として、鉱山から発生する各種の汚染物質のモニタ

リングや分析技術、ＥＩＡにかかる行政審査能力が不十分であり、職員数の増加だけでは、せっ

かく整備された鉱業関係の環境保護を図る規則改正が形骸化するおそれがある。更に鉱山開発等

の行政の審査・指導能力の向上がなければ、鉱山開発に対する地域住民らの理解を得ることは困

難な状況であり、鉱業活動の維持や開発に支障が出ることが考えられる。

２－２　国家開発計画における要請対象分野の位置づけ２－２　国家開発計画における要請対象分野の位置づけ２－２　国家開発計画における要請対象分野の位置づけ２－２　国家開発計画における要請対象分野の位置づけ２－２　国家開発計画における要請対象分野の位置づけ

　フィリピンでは、経済開発を推進するにあたり多くの経済計画が策定され、一定期間ごとに見

直しながら計画実施していくローリングプラン方式を採用している。

　当面の政策の目標となるのが、ラモス政権時に打ち出した「フィリピン2000」であり、「フィ

リピン国民の真の繁栄の享受」を狙ったもので、数値的な目標として１人当たりの所得の1,000

ドルへの引き上げと、貧困率の50％から30％への引き下げ等を掲げている。

　「フィリピン2000」の中核となる具体的な経済計画が1992年12月に策定された中期開発計画

（1993～1998年）であり、そのなかで鉱業分野については、国内資源の探査・開発の拡大を環境

面に配慮しながら推進するとして、主要分野の１つに掲げられている。

　新エストラーダ政権となり次期国家開発計画は、1998年12月には策定されている予定であった

が、今回の調査団派遣時にも未策定の状況であったため、ＭＧＢが策定した国家計画の鉱業分野

部分のドラフトを入手した（アネックス15としてＭ／Ｄに添付)。

　ドラフトには、フィリピンの鉱業開発の基本原則を「SUSTAINABLE MINING｣（継続可能な鉱

業）として掲げている。その持続可能な鉱業を構築するためには、鉱物資源、社会的な公平性、

環境の保護が重要な要素であり、新鉱業法と改正鉱業法施行規則の適正な施行が必要としてい

る。

　更にＭＧＢは、鉱業関係法規で規定されている環境モニタリングの実施やＥＩＡの審査等の重

要な業務を担当することとなったが、そのためにはＭＧＢの試験所の設備の充実と人材能力の向

上が必要であるとし、この点に関して、ＪＩＣＡプロジェクトの鉱山環境管理研修計画の実施

は、フィリピン政府の国家開発計画を補完するものとして期待すると記されている。
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２－３　我が国への要請に至った経緯（ＮＥＤＡの意向）２－３　我が国への要請に至った経緯（ＮＥＤＡの意向）２－３　我が国への要請に至った経緯（ＮＥＤＡの意向）２－３　我が国への要請に至った経緯（ＮＥＤＡの意向）２－３　我が国への要請に至った経緯（ＮＥＤＡの意向）

　前述のようにフィリピンの鉱業の継続的な開発のためには、鉱業の環境管理担当行政機関の鉱

山環境管理分野での行政対処能力の向上が必要であり、フィリピン政府が日本に対し、当該プロ

ジェクト方式技術協力の要請を正式に行う予定である。

　今回の調査団派遣時にフィリピンの海外協力要請窓口であり、最終的な要請審査機関である国

家経済開発庁ＮＥＤＡ訪問し、当プロジェクトの要請書の申請手続きについて聴取したが、担当

者レベルでの審査手続きは進められているが、正式な申請書の提出時期については明確な回答が

得られなかった。

　しかし、調査団派遣期間中にＭＧＢからＮＥＤＡに確認したところ、プロジェクトの要請書の

申請手続きは順調に進められているとのことで、２月中には正式に要請書が提出されると思われ

る。
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３．要請の内容３．要請の内容３．要請の内容３．要請の内容３．要請の内容

３－１　プロジェクトの名称と目的３－１　プロジェクトの名称と目的３－１　プロジェクトの名称と目的３－１　プロジェクトの名称と目的３－１　プロジェクトの名称と目的

(１) プロジェクトの名称

　プロジェクトの名称について、1998年９～10月に派遣されたＪＩＣＡ調査団（アセア

ン産業公害防止・環境保全技術調査員）に対し、フィリピン側は“Capacity Building

Project for Environmental Management in Mining”を提案した。

　これに対して日本側は今回の協議（1999年１月）において、本プロジェクトにかかわ

る技術協力の範囲が「ＭＧＢ 技術職員の環境管理能力の向上に必要な技術研修」に限定

されることを考慮し、「鉱山環境管理研修計画」“Training for Mine Environmental

Management”とすることをフィリピン側に提案した。

　しかしながら、この日本側の提案に対しフィリピン側は、すでにＭＧＢ から環境天然

資源省（ＤＥＮＲ）を通じＮＥＤＡへ申請している本件技術協力のオフィシャル・タイ

トルは昨年の提案どおり、“Capacity Building Project for Environmental Manage-

ment in Mining”としているので、今後、名称を変更すれば、申請手続き上で様々な問

題が発生する可能性があることなど、内部事情を説明し、調査団に理解を求めた。

　調査団はこのようなフィリピン側の事情を考慮し、またプロジェクトの円滑な発足を

期するため、今回の調査では、フィリピン側の要請を受け入れ、当初のフィリピン側の

提案どおり

“Capacity Building Project for Environmental Management in Mining”

とすることに合意した。

(２) プロジェクトの目的

　フィリピン側は広範な分野にわたってＭＧＢの鉱山環境管理能力の向上を図りたいと

要請していたが、調査団は技術協力の分野を限定し、効果的な実施を期したいとする日

本側の対処方針を説明し、下記のとおりとすることでフィリピン側の合意を得た。

　［プロジェクトの上位目標］

　鉱業活動に起因する水質及び土壌汚染分野におけるＭＧＢの鉱山環境管理能力が向上

する。

　［プロジェクトの目標］

　鉱業活動に起因する水質及び土壌汚染分野における鉱山環境管理に必要な職員がＭＧＢ

で育成される。
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３－２　プロジェクトの実施機関と実施体制３－２　プロジェクトの実施機関と実施体制３－２　プロジェクトの実施機関と実施体制３－２　プロジェクトの実施機関と実施体制３－２　プロジェクトの実施機関と実施体制

(１) プロジェクトの実施機関

　プロジェクトの実施機関について、調査団とフィリピン側は下記のとおりで合意した。

　「本プロジェクトの実施にかかわる全責任は、ＤＥＮＲの監理の下で、ＭＧＢが負う

ものとする。」

図－１にＤＥＮＲ、図－２にＭＧＢの組織図を示す。

(２) プロジェクトの実施体制

　プロジェクトの実施体制について、調査団とフィリピン側は下記のとおりで合意した。

①ＭＧＢ局長は、プロジェクト・ダイレクターとして、プロジェクトの実施につい

て全責任を負う。

②ＭＧＢ副局長は、プロジェクト・マネージャーとして、プロジェクトにかかわる

技術的事項及び管理・運営事項について責任を負う。

③日本側とフィリピン側の双方によるプロジェクトの管理組織は、図－３に示すと

おりとする。

④上記管理組織の中核となる「合同調整委員会」の機能と構成は、表－１に示すと

おりとする。

⑤フィリピン側によるプロジェクトの管理組織は、図－４に示すとおりとする。



－19－

図－１　ＤＥＮＲ組織図

環境・天然資源省（ＤＥＮＲ）長官

環境・企画開発担当次官 地域業務担当次官 法務・立法担当次官

政策担当次官補 外国支援・特別

事業担当次官補

地方政府担当

次官補
総務担当次官補法務・立法担当

次官補

エコシステム研究開発局

（ＥＲＤＢ）局長

保護地域・野生動物局

（ＰＡＷＢ）局長

森林管理局（ＦＭＢ）局長

国土管理局（ＬＭＢ）局長

環境管理局（ＥＮＢ）局長

ＤＥＮＲ地域統括事務所長

国土管理

担 当 官

ＭＧＢ地域事務所長

鉱山地球科学局

（ＭＧＢ）局長

［本　　局］

森林管理

担 当 官

環境管理

保護地域

担 当 官

環境・天然資源省地方事務所長

（ＰＥＮＲＯ）

環境・天然資源コミュニティ事務所長

（ＣＥＮＲＯ）

エコシステム

研究開発

担 当 官

［注：　　　　　調整・監督］
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図－２　ＭＧＢ組織図

鉱山地球科学局（ＭＧＢ）局長

局長室

ＭＧＢ副局長

企画・政策部 管理部 財務部 資源経済・情報部 鉱区管理部

鉱山環境・安全部 採鉱技術部 選鉱製錬技術部 海洋地質調査部 国土地質調査部

岩石学・鉱物学・地球年代学

調査研究所［PETROLAB］

（ペトロラボ）

選鉱製錬・化学試験室

（メタルラボ）

地域事務所長

地域事務所長室調停員パネル

管理・財務部 鉱山管理部 地球科学部 鉱山環境・安全部
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図－３　日本側及びフィリピン側の双方によるプロジェクト管理組織図

国際協力事業団

［ＪＩＣＡ］

国家経済開発庁

［ＮＥＤＡ］

環境・天然資源省

［ＤＥＮＲ］

［日本側］ ［フィリピン側］

合同調整委員会

チーフアドバイザー

鉱山・地球科学局

［ＭＧＢ］局長

（プロジェクト

　ダイレクター）

鉱山・地球科学局

［ＭＧＢ］副局長

（プロジェクト

　マネージャー）

管理運営・支援要員

フィリピン側カウンターパート

業務調整員

日本人専門家
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表－１　合同調整委員会の機能と構成

１．合同調整委員会の機能

　合同調整委員会は、最低年１回、また必要に応じて随時、開催される。

　本委員会の機能は下記のとおりとする。

（１）協議議事録（Ｒ／Ｄ）の枠内で策定される暫定実施計画（ＴＳＩ）及び全体活動

計画（ＰＯ）に基づく年次活動計画（ＡＰＯ）に関する協議、策定並びに採決。

（２）プロジェクト進捗状況の評価。

（３）プロジェクト全体活動計画に関する主要課題の協議。

（４）プロジェクトの成功を期するために必要な措置の実施と活動指針の確定。

２．合同調整委員会の構成

（１）委員長

環境・天然資源省（ＤＥＮＲ）環境・企画開発担当次官

（２）委員

［フィリピン側］

ａ．ＮＥＤＡの代表

ｂ．プロジェクト・ダイレクター

ｃ．プロジェクト・マネージャー

ｄ．プロジェクト調整官

ｅ．委員長が指名するその他のプロジェクト関係者

［日本側］

ａ．チーフアドバイザー

ｂ．業務調整員

ｃ．チーフアドバイザーが指名した専門家

ｄ．ＪＩＣＡフィリピン事務所の代表者

ｅ．必要に応じて、ＪＩＣＡが指名又は派遣したプロジェクト関係者

［注］在フィリピン日本国大使館職員はオブザーバーとして委員会会議への出席

が認められる。
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図－４　フィリピン側によるプロジェクト管理組織図

プロジェクト合同調整委員会

［ＮＥＤＡ・ＤＥＮＲ・ＪＩＣＡ］

プロジェクト・ダイレクター

プロジェクト・マネージャー

プロジェクト調整官

事務職員 管理職員

環境化学分析担当

カウンターパート

鉱山環境モニタリング

担当カウンターパート

発生源対策技術担当

カウンターパート

研修・情報担当

カウンターパート

地域カウンターパート

（第Ⅶ地域事務所）

地域カウンターパート

（第ⅩⅠ地域事務所）

チーフアドバイザー

日本人専門家

日本側業務調整員
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３－３　技術移転分野３－３　技術移転分野３－３　技術移転分野３－３　技術移転分野３－３　技術移転分野

　本プロジェクトにおける技術移転分野について、フィリピン側は前回派遣のＪＩＣＡ調査団に

対し、下記の５（Ａ～Ｅ）分野にわたる実施を要請していた。

［技術移転分野に関するフィリピン側の要請］
Ａ．有効かつ効率的な鉱山モニタリングに必要な制度の強化
①ＭＧＢによる各種環境管理試料の分析を可能とするためのケミカルラボ（化学分
析試験室）の施設・機材の改善・整備

　各種試料には岩石、鉱物、淡水、海水、生物学的組織［植物・魚貝類・人血・
尿・体毛］、大気等を含む

②各種分析用機材の修理保全法と操作法に関する訓練
　分析用機材には、原子吸光分析装置（ＡＡＳ)、Ｘ線回析分析装置（ＸＲＤ)、蛍
光Ｘ線分析装置（ＸＲＦ)、Ｘ線マイクロアナライザー（ＥＰＭＡ)、ガスクロマ
トグラフ、水銀・砒素分析装置、高倍率・高分解能顕微鏡、示差熱分析装置
（ＤＴＡ)、各種湿式化学分析法を含む

③各種試料に含有される重金属（鉛、カドミウム、銅、鉄など）及び有害物質（水
銀、シアン、砒素、アンチモンなど）の分析法に関する訓練

④試料採取法、現地分析法、室内分析法に必要な規範とガイドブックの開発と作成
⑤特定の地方政府のユニットを含むＭＧＢ及びＥＭＢ所管地域事務所職員に対する
試料採取法、現地分析法、室内分析法に関する訓練と技術移転の実施

　対象職員は下記とすることが望ましい
a ．ＭＧＢ及びＥＭＢのそれぞれの本局及び地域事務所［分析試験室・機材・人
員が配備されている地域事務所：CAR、Ⅰ、Ⅳ、Ⅴ、Ⅶ、ⅩⅠ、ⅩⅢ］から代表
各１名

b ．鉱業活動が活発な地域［CAR、Ⅳ、Ⅴ、Ⅵ、Ⅶ  、Ⅸ、ⅩⅠ、ⅩⅡ、ⅩⅢ］の地
方政府のユニットからの代表各１名

c ．総員約20～25名の技術職員
⑥上記訓練計画と技術移転活動の経験に基づく訓練マニュアルの作成と刊行

Ｂ．ＥＩＡの評価能力の向上
①鉱業プロジェクトに対するＥＩＡとその評価の実施にかかわるＭＧＢの能力の評
価

②鉱山会社の設立・操業に対し、法律によって委任されている「環境保護・向上計
画（Environmental Protection and Enhancement Programs：EPEP's）」及
び「鉱山廃止・跡地修復計画（Mine Decommissioning／Site Rehabilitation
Plans）」に対する現行実施ガイドラインと戦略についての評価

③鉱業プロジェクトに対するＥＩＡ及びEPEP'sにかかわる基本的なガイドライン、
規範及び運営マニュアルの開発と作成

④ＥＭＢ、特定の地方政府のユニット、並びに鉱山労働組合（ＩＬＯ協定176号に
よる）の参加を得た、各地のＭＧＢ事務所に対するＥＩＡ及びEPEP'sの評価に関

する訓練と技術移転の実施
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［技術移転分野に関するフィリピン側の要請］
Ｃ．環境面で堅実、かつ効率的な技術の振興
①フィリピンで現在、実施されている採鉱、選鉱実技の実態調査・評価・アセスメ
ント
　採鉱分野では、露天掘と斜面安定法、充填採掘法と地盤安定法、酸性鉱山廃水処
理関連諸問題を含む
　選鉱分野では、金の青化物による堆積・回分浸出法、青化物分解処理法、ニッケ
ル鉱の酸浸出法、加圧浸出法、酸化銅鉱の溶媒抽出法などを含む
②鉱山修復及びサイト復元にかかわる現行実技の実態調査・評価・アセスメント
③技術改善の具体化及び利用が可能な分野及びプロセスの選別確認
④政府及び産業界によって採択される事業の指針及び規範の開発と作成
⑤ＭＧＢの職員及びＥＭＢ、鉱山会社、地方政府ユニットから選定された参加者を
対象とする、環境的に堅実で効率的な選鉱法、実験室技術の改善、鉱山修復とサ
イト復元に関する訓練計画の実施

Ｄ．汚染の予防・緩和・制御対策の普及促進
①酸性排水及び廃水処理、廃滓処分、並びに粉塵・騒音公害の分野で産業界が実施
している予防的汚染緩和対策の実態調査とアセスメント
②鉱山会社、ＥＭＢ、環境ＮＧＯ、地方政府ユニット、株主との協議・討議
③鉱山環境汚染制御対策に関する基本的業界指針と規範の作成と公表

Ｅ．鉱山環境のモニタリング、保護、修復に関する訓練計画の制度化
①鉱山環境のモニタリング、保護、修復に関する訓練計画とコースの開発と作成
②学会、業界、労働組合グループとの協議
③フィリピン政府、特にＤＥＮＲによる考察と採択に必要なＭＧＢの責務の枠内で
の上記訓練計画の制度化に対する計画設計と戦略の策定

上記技術協力・技術移転範囲の優先順位は下記のとおり

　１位：Ａ．有効かつ効率的な鉱山モニタリングに必要な制度の強化
　２位：Ｅ．鉱山環境のモニタリング、保護、修復に関する訓練計画の制度化
　３位：Ｄ．汚染の予防・緩和・制御対策の普及促進
　４位：Ｃ．環境面で堅実、かつ効率的な技術の振興
　５位：Ｂ．ＥＩＡの評価能力の向上

　上記の要請に対して、調査団は、技術協力の効果的な実施を期する観点から、関係当局間で協

議した日本側の対処方針を説明し、下記の４分野についての技術移転を提案したところ、フィリ

ピン側はこれに合意した。

　①水質及び土壌汚染分野におけるＭＧＢの鉱山環境モニタリング機能の強化

　②水質及び土壌汚染分野にかかわるＭＧＢの発生源対策技術の評価と指導機能の強化
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　③ＭＧＢの鉱山環境アセスメント報告書の評価機能の強化

　④ＭＧＢの鉱山環境管理分野における職員訓練機能の強化

　上記のように、プロジェクトの目的と技術移転の範囲についてフィリピン側と合意に達したの

で、調査団は更に、プロジェクトの成果と活動についても協議を進め、これらの協議経過に基づ

いて、プロジェクトの実施、モニタリング並びに評価に際して必要となるプロジェクト・デザイ

ン・マトリクス（ＰＤＭ）を作成し、提案したところ、双方はこのＰＤＭ 案（表－２に示す）

に暫定的に合意した。

３－４　協力の妥当性３－４　協力の妥当性３－４　協力の妥当性３－４　協力の妥当性３－４　協力の妥当性

　フィリピン共和国では、鉱業法改正案の成立に伴い、実施細則の改定も着実に進捗し、環境保

全に配慮し、また地域社会と住民の協調を得て、持続的にフィリピン鉱業の発展を期するという

国家と国民のコンセンサスが鮮明になってきている。

　このような情勢の下で、鉱山環境管理行政の実務の担当は、ＥＭＢからＭＧＢへと移管された

結果、ＭＧＢの鉱山環境管理能力の強化は喫緊の課題となっており、その解決へ向けての重要な

一翼を担うことになることが期待されているのが本プロジェクトによって実施される日本政府の

技術協力プロジェクトである。

　フィリピン側が要請した技術協力の範囲と規模に対し、日本側が説明し、合意を得たプロジェ

クトの範囲と規模は、必ずしもフィリピン側の意図を充足するものではないが、本件プロジェク

トが円滑に実施されれば、更なる進展が期待される選択もあり得るという日本側の背景説明に

フィリピン側は深甚な理解を示した。

　このような日本側とフィリピン側の背景と現況を勘案すれば、本件プロジェクトにかかわる技

術協力の妥当性は大きいと判断される。
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プロジェクトの概要

［プロジェクトの上位目標］
鉱業活動に起因する水質及び土壌汚染分野
におけるＭＧＢの鉱山環境管理能力が向上
する。

［プロジェクトの目標］
鉱業活動に起因する水質及び土壌汚染分野
における鉱山環境管理に必要な職員がＭＧ
Ｂで育成される。

［プロジェクトの成果］
０. プロジェクトの管理運営体制が確立さ

れる。
１. ＭＧＢの技術職員による分析、測定、

試験用機材の操作・保全管理が可能に
なる。

２. ＭＧＢの鉱山環境モニタリング機能が
水質及び土壌汚染分野で整備・強化さ
れる。

３. ＭＧＢの水質及び土壌汚染にかかわる
発生源対策技術の評価・指導機能が強
化される。

４. ＭＧＢの鉱山環境アセスメント報告書
の評価機能が強化される。

５. ＭＧＢの鉱山環境管理分野における職
員訓練機能が強化される。

指標

１. ＭＧＢ による水質及び土壌汚染
分野における鉱山環境管理の実施
状況

２. 鉱山・選鉱場における水質・土壌
汚染管理状況

１. ＮＧＢの研修計画の実施状況
２. ＭＧＢの中・長期研修計画

０. ＭＧＢの人員配置、予算執行
状況

１－１. 資機材の整備・保全状況
１－２. 資機材の操作・利用状況
２－１. 水質・土壌試料採取実施状況
２－２. 環境測定・分析実施状況
２－３. モニタリング結果の評価状況
３－１. 鉱山・選鉱場操業指導状況
３－２. 廃水・廃滓処理指導状況
４. 鉱山環境アセスメント報告書

の評価状況
５－１. 研修コース・セミナー受講者数
５－２. 研修受講者の現況

指標データ入手手段

１－１. ＭＧＢの鉱山環境管理実施記
録

１－２. 関係者への面接・アンケート
調査

２. ＭＧＢ及び地方政府の水質・
土壌汚染監視記録

１－１. 研修実施記録
１－２. 関係者への面談・アンケート

調査
２. ＭＧＢの定例研修コースリスト

０. ＭＧＢの人員配置、予算関係
文書

１－１. ＭＧＢの機材保全記録文書
１－２. 機材の操作・保全マニュアル
２－１. 水質・土壌試料採取実施記録
２－２. 測定・分析実施記録
２－３. モニタリング結果の評価記録
３－１. 鉱山・選鉱場操業指導記録
３－２. 廃水・廃滓処理指導記録
４. 鉱山環境アセスメント報告書

の評価記録
５－１. 研修コース・セミナー開催記録
５－２. 研修受講者へのアンケート調

査

外部条件

ａ. 政府及び産業界による鉱山環境管
理政策が維持される。

ｂ. ＭＧＢとＥＭＢ間の連係が適切に
継続される。

ａ. 専門家から訓練されたＣ／ＰのＭ
ＧＢでの勤務が継続される。

ａ. 専門別に適切にＣ／Ｐが配置され
る。

ｂ. プロジェクト運営経費が適切に確
保される。

表－２（１／２）　フィリピン側と暫定合意したＰＤＭ
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プロジェクトの活動

０－１．計画に従い人員を配置する。
０－２．業務活動計画を策定する。
０－３．予算計画を策定する。
１－１．施設・機材整備計画を策定し、調達・保全を実施する。
１－２．ＪＩＣＡ供与機材の据付け・操作指導・整備保全を実施する。
１－３．機材の保全マニュアルを作成する。
２－１．水質・土壌汚染のモニタリング概論を修得する。
２－２．水質・土壌分析用試料採取手法を導入し、マニュアルを作成

する。
２－３．水質・土壌のオンサイト測定分析技術を導入しマニュアルを

作成する。
２－４．水質・土壌の室内測定分析技術を導入しマニュアルを作成す

る。
２－５．水質・土壌の測定分析結果の評価手法を導入し、マニュアル

を作成する。
３－１．環境配慮型採鉱法に関する技術情報を修得する。
３－２．環境配慮型選鉱法に関する技術情報を修得する。
３－３．環境配慮型廃水・廃滓処理法に関する技術情報を修得する。
３－４．廃水・廃滓処理対策の評価手法を導入し、マニュアルを作成

する。
３－５．廃水・廃滓処理対策の改善指導手法を導入しマニュアルを作

成する。
４－１．鉱山環境アセスメント概論に関する技術情報を修得する。
４－２．鉱山環境アセスメント手法に関する技術情報を修得する。
４－３．鉱山環境アセスメント報告書の評価に関する技術情報を修得

する。
５－１．研修計画を策定する。
５－２．研修教材を作成する。
５－３．研修・セミナーを実施する。
５－４．研修受講者へアンケート調査を実施する。

フィリピン側

１．施設建物の整備
①施設建物の改修
②供与機材の据え付け
③専門家執務室
④Ｃ／Ｐ執務室
⑤研修室

２．職員の配置
①ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾀﾞｲﾚｸﾀｰ １名
②ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ １名
③ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ調整官 １名
④技術Ｃ／Ｐ 20名
　ａ．ＭＧＢ本局 16名
　ｂ．地域事務所 ４名
⑤支援職員 ５名
　ａ．事務職員
　ｂ．管理職員

３．資機材の調達

外部条件

ａ．ＭＧＢの鉱山環境管理機能向上計
画が中央・地方政府、鉱業界及
び関係組織によって継続的に支
持される。

ｂ. 供与機材の通関が円滑に実施さ
れる。

前提条件

ａ. 鉱山環境管理に関するＭＧＢと
ＥＭＢ間の協定が継続される。

表－２（２／２）　フィリピン側と暫定合意したＰＤＭ

日本側

１．専門家の派遣
１－１．長期専門家
①チーフアドバイザー

１名
②業務調整員 １名
③環境化学分析担当
　専門家 １名
④環境モニタリング担当
　専門家 １名
⑤発生源対策担当
　専門家 １名
１－２．短期専門家
（必要に応じて派遣）

２．研修員受入れ
（年間約２名）

３．機材の供与
（技術移転に必要な機材）

投　　　　入

［注］Ｍ／Ｄ：Annex-13の和訳
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４．プロジェクト協力の基本計画４．プロジェクト協力の基本計画４．プロジェクト協力の基本計画４．プロジェクト協力の基本計画４．プロジェクト協力の基本計画

４－１　技術協力期間４－１　技術協力期間４－１　技術協力期間４－１　技術協力期間４－１　技術協力期間

　日本側とフィリピン側は、本プロジェクトの技術協力期間をＲ／Ｄで双方が合意した日から３

年間とすることで合意した。

４－２　日本側投入計画４－２　日本側投入計画４－２　日本側投入計画４－２　日本側投入計画４－２　日本側投入計画

(１) 専門家の派遣

　フィリピン側と合意した技術移転の分野に基づき、下記のとおり日本人専門家を派遣

することで双方は合意した。

１) 長期専門家

①チーフアドバイザー　　１名、３年間

②業務調整員　　１名、３年間

③環境化学分析担当専門家　　１名、３年間

④鉱山環境モニタリング担当専門家　　１名、３年間

⑤発生源対策担当専門家　　１名、３年間

２) 短期専門家

　必要に応じ、技術移転分野に関連する特定技術分野担当の専門家を派遣する。

(２) 研修員の受入れ

　フィリピン人Ｃ／Ｐの日本での研修受入れについて、調査団は下記のとおり説明し、

フィリピン側はこの研修受入計画に合意したが、更なる日本側の配慮、特に受入研修員

数の増加を要望した。

１) 受入研修員数

　年間約２名

２) 研修期間

　約３週間ないし約３か月間

３) 研修分野

　プロジェクトに関連する技術及び行政分野

(３) 機材の供与

　フィリピン側は表－３に示すように、本プロジェクトにかかわる鉱山環境ラボラトリー

に必要な資機材の供与を、優先度を付して日本側に要請した。
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　調査団は、この要請を日本の関係当局に伝達すると表明した。

　更に調査団は、これら供与機材の通関手続き、国内輸送、据え付け、保全にかかわる

責任はフィリピン側にあると説明したところ、フィリピン側はこれを了承した。

　また、フィリピン側はこれら供与機材の調達は可能な限りフィリピン国内で実施する

よう要望した。

　なお、今回要請された総額が当初要請額の４倍以上と大幅に増額されたものであるの

で、次回の調査までに大幅な絞り込みが必要である。
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表－３（１／９）　フィリピン側が要請した機材供与一覧表

機 材

番 号

A．実験室用消耗品

A－01

A－02

A－03

A－04

A－05

A－06

A－07

A－08

A－09

A－10

A－11

A－12

A－13

A－14

A－15

A－16

A－17

A－18

A－19

A－20

A－21

A－22

A－23

A－24

A－25

資機材名（仕様）

マイクロピペット（10μl）

マイクロピペット（20μl）

マイクロピペット（50μl）

マイクロピペット（100μl）

マイクロピペット（200μl）

マイクロピペット（500μl）

マイクロピペット（1,000μl）

マイクロピペット（1－5ml）

ピペットチップ（0.5－10μl用）
（960コ／パック）

ピペットチップ（10－100μl用）
（960コ／パック）

ピペットチップ（200－1000μl用）
（960コ／パック）

ピペットチップ（１－10ml用）：960 コ／パック

チャートペーパー（幅200mm）

ビーカー（100ml）

ワークステーション
（チップホールダー付きピペットスタンド）

スナップ栓付き5mlポリエチレン瓶
（100個／セット）

スナップ栓付き１mlポリエチレン瓶
（100個／セット）

紫外～可視スペクトル用標準ガラスキューペット

マグネティック研磨ディスク（MD－Dur）

マグネティック研磨ディスク（MD－Nap）

研磨材（スプレイタイプダイヤモンド製品、粒径：９μm、
６μm、３μn、１μm、１／４μm、収納セット）

研磨材（ペイストタイプダイヤモンド製品、粒径：９μm、
６μm、３μm、１μm、１／４μm、収納セット）

酸化物研磨材（コロイダルシリカ、粒径：0.04μm）

グリーン潤滑材（ダイヤモンド研磨用）

レッド潤滑材（ダイヤモンド研磨用）

単 位

セット

セット

セット

セット

セット

セット

セット

セット

パック

パック

パック

パック

ロール

個

台

セット

セット

個

パック

パック

セット

セット

l

l

l

A

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

８

48

４

４

４

48

１

１

１

１

１

１

１

B

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

C

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

数　　量

１．鉱山環境ラボラトリーに必要な消耗機材
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表－３（２／９）　フィリピン側が要請した機材供与一覧表

機 材

番 号

B．標準溶液（National Research Institute of Canada 製標準純水500ml付き）

B－01

B－02

B－03

B－04

B－05

B－06

B－07

B－08

C ．分析用試薬（分析用純度品）

C－01

C－02

C－03

C－04

C－05

C－06

C－07

C－08

C－09

C－10

C－11

C－12

C－13

C－14

C－15

C－16

C－17

C－18

資機材名（仕様）

Cu標準溶液（濃度1,000ppm） 100mlパック

Pb標準溶液（濃度1,000ppm） 100mlパック

Cd標準溶液（濃度1,000ppm） 100mlパック

Cr標準溶液（濃度1,000ppm） 100mlパック

Hg標準溶液（濃度1,000ppm） 100mlパック

As標準溶液（濃度1,000ppm） 100mlパック

CN標準溶液（濃度1,000ppm） 100mlパック

KNO３一次標準＋A16 10gパック

緩衝溶液（Merck） pH　４

緩衝溶液（Merck） pH　７

緩衝溶液（Merck） pH　10

塩酸 25l瓶

硝酸 10l瓶

塩化第一錫 500g瓶

サリシル酸 500g瓶

硫酸（硝酸塩不含有） 2.5l瓶

燐酸 2.5l瓶

硫酸アンモニウムアミド 100g瓶

EDTA（エチレンジアミン四酢酸） 5kgパック

チロン（タイロン） 100g瓶

燐酸ソーダ 100g瓶

燐酸カリ 250g瓶

クロラミンＴ 5g瓶

イソニコチン酸 10g瓶

１－フェニール、１－３メチル、５－ピロゾロン 5g瓶

ディメチル、フォルムアミド 500mlパック

単 位

パック

パック

パック

パック

パック

パック

パック

パック

l

l

l

本

本

本

本

本

本

本

パック

本

本

本

本

本

本

パック

A

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

８

４

４

４

４

４

４

16

16

16

24

４

８

４

B

０

０

０

０

０

０

０

０

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

C

０

０

０

０

０

０

０

０

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

４

数　　量
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表－３（３／９）　フィリピン側が要請した機材供与一覧表

機 材

番 号

D．現地試料採取用消耗品

D－01

D－02

D－03

D－04

D－05

D－06

D－07

D－08

D－09

D－10

D－11

D－12

D－13

資機材名（仕様）

ミクロ濾過膜　　　　　　　100枚パック

（硝酸セルローズ、細孔径0.45μm）

ポリエチレン／テフロン（HDPE）細口瓶

（500ml）

ポリエチレン／テフロン（HDPE）細口瓶

（1,000ml）

ポリエチレン／テフロン（HDPE）細口瓶

（500ml）

ポリエチレン／テフロン（HDPE）細口瓶

（1,000ml）

ポリプロピレン広口瓶（キャップ89mm）

（250ml）

ポリプロピレン広口瓶（キャップ89mm）

（500ml）

ポリエチレン細口洗滌瓶（250ml）

ポリエチレン細口洗滌瓶（500ml）

沈降管

コールマンクーラー

Niskin瓶又はVan Dorn／Kemmerサンプラー

（深度別海水・湖水・河川水サンプリング用）

透明度板

単 位

パック

個

個

個

個

個

個

個

個

個

個

個

個

A

４

48

24

４

４

24

24

48

48

20

４

24

24

B

２

24

12

２

２

12

12

24

24

10

２

０

０

C

２

24

12

２

２

12

12

24

24

10

２

０

０

数　　量
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表－３（４／９）　フィリピン側が要請した機材供与一覧表

機 材

番 号

E．実験室用装置・機材

E－01

E－02

E－03

E－04

E－05

E－06

E－07

E－08

E－09

E－10

E－11

E－12

E－13

E－14

E－15

E－16

E－17

E－18

E－19

E－20

E－21

E－22

E－23

資機材名（仕様）

原子吸光分析装置（Verian Techtron）

水素化物蒸気発生装置：AA付属品（Varian）

黒鉛炉：AA付属品（Varian）

中空カソードランプ（Cu、PB、Cd、As、Cr用セット）（Varian）

高性能液体クロマトグラフ

自動水銀分析装置（Leeman AP／PS　20011）
付属品（フユームフード、基本スペアパーツキット、自動試料調整・
分析用操作試薬キット）

イオン選択電極計：pH 計付き（シアン化物用）（TOA）

青化物用イオン選択電極（TOA／CN－125B）

青化物蒸留装置（Cole-Palmer）

卓上型 pH 計（Corning）

温度テスター（プローブ付き）

耐酸性ドラフトチャンバー

磁力撹拌装置（YAMATO Mag-Mixer MH-61）（最高300℃、220V）

ホットプレート（アルミニウム　鋳造、300 ℃、220V、24”X 12”）
（Cole Palmer：No.E-03462-00）

ステンレス製実験室用カート

高分解能デジタルビデオ顕微鏡
（Keyence：VH-6300／900,000－pixel CCD付き）

偏光透過・反射顕微鏡（Nikon：フォトマイクログラフィック・アクセ
サリー付き）

小型磨鉱機（試料調整用）
（SPEX Shatterbox Model：8500－230／50）

磨鉱用容器（タングステンカーバイド製；SPEX）（試料調整用）

磨鉱用容器（アルミナセラミック製・磨鉱プレート付き：SPEX）（実
験室用）

ダイヤモンド・グラインディング・ディスク／ポリッシング・システ
ムセット（マグネティック・ディスク、ダイヤモンド・グラインディ
ング・ディスク、他付）：STEURS（金属組織研究試料作成用）

標準フルイ（直径：８”ステンレススティール製枠、３”～400メッ
シュ）（試料調整用）

マイクロウェーブ・オーブン（試料調整・乾燥用）

A

６

２

３

４

０

０

２

２

３

２

２

２

２

０

０

０

０

０

０

０

１

４

４

B

１

１

０

０

０

１

０

０

０

２

２

２

２

４

４

１

２

１

１

１

０

０

０

C

１

０

１

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

２

０

０

０

０

０

０

数　　量

Ⅱ. 鉱山環境ラボラトリーに必要な装置・機材
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表－３（５／９）　フィリピン側が要請した供与機材一覧表

資機材名（仕様）

炭素／硫黄分析装置（C及びS,ppm～％）
（HORIBA：EMIA－8200A）

アンモニア分析装置（HORIBA：AMNA－101）

メトラ分析用電子天秤

冷蔵庫（16ft3）（試料保存用）

培養器

BOD 培養器

オートクレープ

炉（最高温度：1,300 ℃）

イオンクロマトグラフ（付属品完備）
（DIONEX：DX－500）

６価クロムメータ（全セット）

濁度計（実験室用）

蒸留水製造システム（容量：５ガロン／時、自動給水停止装置、
加熱ユニット付き）

水銀分析装置（HIRANUMA：レコーダー・プリンター付き）

分光光度計（Shimazu／Hach：UV－VIS ）

蓋付き白金坩堝（容量：30ml）

白金皿（容量：100ml）

マイクロウェーブ自動試料蒸解装置

有害薬品取り出し装置（弗酸用）
（Cole Palmer：HO　7827－00）

Ｘ線回析分析装置（Rigaku：D／Max－2000／PC）

蛍光Ｘ線分光分析装置（Rigaku：RIX－3100）

ステレオズーム顕微鏡（Nikon）

歯科用ドリルセット

送風乾燥オーブン（デジタル温度制御、30～106℃、
24時間加熱タイマー、柵板６枚付）

マッフル炉（最高温度：2,000 ℃）

マッフル炉（14”W x 10”H x 12 1/2”D、プログラム３段制御、
Cole Palmer ：No.E－33855 －55）

磁力撹拌装置（３基式、最高回転数：1,300rpm）
ホットプレート（ガス加熱式、18”x 24”）

磁力撹拌装置付きデジタルホットプレート
（全セット、220V／60Hz）

自動乳鉢粉砕機（乳鉢・乳棒　９種セット）

A

１

０

３

４

０

０

０

３

４

４

４

４

12

３

０

０

０

４

１

０

０

０

６

０

０

０

０

０

０

B

０

０

２

０

０

０

０

０

０

０

０

０

３

０

16

６

２

０

０

１

４

１

１

３

２

４

３

１

１

C

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

16

６

２

０

０

０

０

０

１

０

０

０

０

０

０

数　　量機 材

番 号

E－24

E－25

E－26

E－27

E－28

E－29

E－30

E－31

E－32

E－33

E－34

E－35

E－36

E－37

E－38

E－39

E－40

E－41

E－42

E－43

E－44

E－45

E－46

E－47

E－48

E－49
E－50

E－51

E－52
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表－３（６／９）　フィリピン側が要請した供与機材一覧表

資機材名（仕様）

乾式レーザー粒度分析装置（220V、60Hz）

試金炉（自動制御盤、固体温度制御装置付き、220V／60Hz）

微量天秤（感度：1.0µg、220V／60Hz、リモート秤量、
チャンパー付き）

回転式真空フィルタ（直径：６”濾過面積：0.5 平方フィート、長さ
４”SS製ドラム、SS製ドラム可変駆動装置、供給スラリー撹拌装置、
真空ポンプ、排出用スクレーバー、ポリカーボネート製フィルターレ
シーバー、接続パイプ、バルブ付き）

ICP 分析装置

静電選鉱装置（供鉱粒度：16～200 メッシュ、処理量：～330 １bs／
hr、AC／DC　高電圧発生装置、可変SS製ロール：６”、10”、14”付き）

ハンマーミル（７ 1/2HpTEFCモータ、230V）

M／Bジョークラッシャー（４”x　６”、３Hp、400－1,200 １bs／hr）

実験室用ジャイレトリークラッシャ（直径10”２Hp、700 １bs／
hr、フィードホッパー付き）

サンプリングプロ－ブ（直径：１”長さ：39”）

ロータップ振盪機（クロック・タイマー付き）

WEMCO型浮遊選鉱試験装置（1/3Hp）

湿式テーブル比重選鉱機（タイスター型、１／８Hp、24 1/2”x
50”）

台秤（デジタル、50　１bs）

電子天秤（秤量：20,000g）

ストップウォッチ（耐水・耐衝撃）

100t万能材料試験機

ミニパルベライザー（給鉱：１－20グラム、1/4”産物：40－
200mesh）

サイクロサイザー

振動ミル（ポリエチレン製ジャー：3.0l、500、250ml）

ジョーンズ試料配分器（シュート幅：1/2”）

可搬式サイクロン試験装置

デジタル電子焼鈍炉

超音波篩洗滌装置

A

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

B

１

１

０

０

１

２

０

２

２

２

２

２

２

２

２

２

１

１

１

１

３

１

１

１

C

９

０

１

３

０

０

２

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

数　　量機 材

番 号

E－53

E－54

E－55

E－56

E－57

E－58

E－59

E－60

E－61

E－62

E－63

E－64

E－65

E－66

E－67

E－68

E－69

E－70

E－71

E－72

E－73

E－74

E－75

E－76
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資機材名（仕様）

水質チェッカー（HORIBA：U-10、測定成分：pH、溶存酸素、電気伝
導度、濁度、塩度）

PSF濾過ホールダー（レシーバー付き、Nalgene）

手動真空・加圧ポンプ（修理キット付き、Nalgene）

オーガー

こて

エネルギー分散型蛍光Ｘ 線分析装置（現地／室内定量分析用、
SPECTRACE 6000 EDXRF）

油分分析装置（HORIBA：OCMA-350、半自動）

有機汚染物質モニター（HORIBA：OPSA-120 ）

分光光度計（アルカリ性度、酸性度、CN、Cr、As、F、Hg　SS、TDS
他の水質パラメーター試験用、HACH：DR-2010）

流速計（水流用）

比色計（可飲性試験用、微生物等の水質パラメーター試験用、HACH：
DR-800Model MEL-850）

グラブサンプラー（取替え瓶付き）

スラッジサンプラー（取替え瓶、保持器付き）

紫外線灯（充電器、再充電電池付）

蛍光染料トレーサー（水流調査用）

ベーン型風速計（0.2～25m／sec、機械式）

トライセンスメーター（相対湿度・温度用、広域プローブ・付属品付）

キャップランプ（充電器付き）

携帯型騒音計

発破振動計

携帯型GPS（サンプリング地点等測定用、MAGELLAN）

デジタルカメラ（現地文書作成用）

現地調査用車両（ダブルキャブ、ピックアップ、脱着式タートルシェ
ル付き、現地モニタリング中のサンプリング、測定用）

CO２分析計（携帯型）

呼吸器セット（ブースターポンプ、万能テスター付き）

マルチ・ガステスター

ダストサンプラー

ビデオカメラ

表－３（７／９）　フィリピン側が要請した供与機材一覧表

機 材

番 号

F．現地調査用器具・機材

F－01

F－02

F－03

F－04

F－05

F－06

F－07

F－08

F－09

F－10

F－11

F－12

F－13

F－14

F－15

F－16

F－17

F－18

F－19

F－20

F－21

F－22

F－23

F－24

F－25

F－26

F－27

F－28

A

15

６

６

０

０

０

１

１

６

３

３

８

８

６

６

０

０

15

０

０

３

３

６

０

０

６

０

１

B

０

５

５

０

０

２

２

２

５

０

０

０

０

０

０

４

４

15

４

４

４

３

０

８

３

５

８

２

C

０

４

４

０

０

０

０

０

４

０

０

０

０

０

０

０

０

15

０

０

３

０

０

０

０

４

０

０

数　　量
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機 材

番 号

F－29

F－30

F－31

F－32

F－33

F－34

F－35

F－36

F－37

F－38

F－39

F－40

F－41

F－42

F－43

F－44

G ．事務室用機材

G－01

G－02

G－03

G－04

G－05

G－06

G－07

G－08

G－09

G－10

表－３　（８／９）　フィリピン側が要請した供与機材一覧表

資機材名（仕様）

送受信用携帯無線機

ピーク・バイブレーション・モニター

シグナル増強型地震計

点積載試験機

浸透率計

標準貫入計

間隙水圧計（空気式、電子標示）

シュミットハンマー

コアゲージ

三軸圧縮試験機（HOCK、加圧システム付き）

コンパス

ダイレクト・シェア・ボックス（岩石用、加圧システム付き）

ダイレクト・シェア・ボックス（土壌用、加圧システム付き）

傾斜計

発破計（Instantel,Inc.,Series Ⅲ 地震計）

ダイヤモンド鋸岩石カッター

事務連絡用車両（セダン）

デスクトップコンピューター（Intel Pentium Ⅱ MMX 266MHz,32MB
SDRAM, 4.3GB HDD,Internal FAX Modem,Full Multimedia Cpacity、
標準ソフトウェア付き）

ラップトップコンピューター（Intel Pentium Ⅱ MMX 266MHz,32MB
SDRAM, 4.3GB HDD,Internal FAX Modem,Full Multimedia Cpacity、
標準ソフトウェア付き）

カラープリンター（HPプロフェッショナルシリーズ）

レーザープリンター（HP）

スキャナー（HP：フラットベッド型）

LCD プロジェクター

ファックス機

複写機

ウィンドウ型空調機（２HP）

A

０

０

０

０

１

１

３

１

０

０

０

０

０

０

０

０

１

７

４

５

２

３

１

５

１

14

B

３

１

１

１

２

２

０

２

１

１

５

１

１

１

１

３

０

３

２

２

１

１

１

１

２

５

C

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

３

０

３

２

２

１

１

１

１

２

５

数　　量
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機 材

番 号

G－11

G－12

G－13

G－14

G－15

G－16

G－17

G－18

G－19

H．既存機器修理補修用機材

H－01

H－02

H－03

H－04

H－05

H－06

H－07

H－08

H－09

表－３（９／９）　フィリピン側が要請した供与機材一覧表

資機材名（仕様）

VTRプレイヤー・レコーダー

TVセット（19”モニター）

ベロ・バインダー（GESTETNER：Model 270）

増幅器（会議室用、SESAKU：TS-700）

マイクロフォンセット（会議室座長用、SESAKU：TS-701）

マイクロフォンセット（会議出席者用、SESAKU：TS-701）

自動ペーパーカッティングマシン（HORIZON：PC-6411）

電動スクリーン（BRETFORD：７ft x７ft）

マルチ・メディア・プロジェクター（EIKE）

ガスクロマトグラフ用レコーダー

Ｘ線管球（Ｘ線回析分析装置用）

Ｘ線管球（蛍光Ｘ線分析装置用）

自動ドキュメントフィーダ（GESTETNER：デジタル・コピー・プリン
ター　モデル：5329L）

GESTETNER デジタル・コピー・プリンター用カラードラム（Model
：5329L、青・緑・赤・黄・橙・褐・紫）

コンピュータ・インターフェース・コントローラー及び付属品
（GESTETNER：デジタル・コピー・プリンター　モデル：5329L）

増幅器（PETROLAB　講堂用サウンドシステム、TOA BGM／PA、モデ
ル：q-1512ER）

スピーカー・レフレックス・ホーン
（PETRORAB　講堂用サウンドシステム、Model：TC－303)

プロフェッショナル・スピーカー（COMMUNITY：３－way bass reflex
15”、Model CSX-52）

A

１

１

１

２

０

０

０

０

１

０

０

０

０

０

０

２

２

２

B

１

１

０

０

２

40

１

１

０

０

０

０

１

７

１

０

０

０

C

１

１

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

０

数　　量

［注］数量欄の「Ａ｣・｢Ｂ｣・｢Ｃ」は優先度を示す。
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４－３　フィリピン側投入計画４－３　フィリピン側投入計画４－３　フィリピン側投入計画４－３　フィリピン側投入計画４－３　フィリピン側投入計画

(１) 建物・施設の整備

　フィリピン側は、環境化学ラボラトリー、研修室、専門家・Ｃ／Ｐ執務室などを含む

プロジェクトの実施に必要な建物・施設の提供と必要な改修工事の実施を表明した。

　また、フィリピン側は専門家執務室については、必要な家具什器を調達し、専門家赴

任までに整備することを確認し、調査団はこれら改修工事の進捗状況をＪＩＣＡフィリ

ピン事務所へ通報されたいと要望した。

　プロジェクトの拠点となるマニラ首都圏ケソン市に所在するＭＧＢ ペトロラボの概略

図を図－５に示す。

　フィリピン側は、ペトロラボの試験研究室の中で、104号室、107号室、108号室、120A

号室並びに212号室の各室は、チーフアドバイザー・業務調整員・専門家・カウンター

パート執務室、機器分析室などを含むプロジェクト専用室として供用したいと説明した。

　今後、プロジェクトの進捗に応じて、プロジェクト関係施設となる選鉱製錬・化学試

験室（メタルラボ）の機材配置図を図－６（選鉱製錬試験室）及び図－７（化学・分析

試験室）に示す。

(２) 資機材の調達

　フィリピン側は、日本側が供与する以外のプロジェクトの実施に必要な資機材の調達

を可能な限り、フィリピン側の責任で実施するとしている。

　ＭＧＢ本局が現有する主要機材一覧表を表－４に示す。

　ペトロラボの現有機材一覧表を表－５に示す。

　ＭＧＢ第Ⅶ及び第 ⅩⅠ地域事務所の主要現有機材一覧表を表－６に示す。

(３) 職員の配置

　フィリピン側は、プロジェクト実施の初期段階で配置を予定している管理職員、技術

担当カウンターパート並びに支援職員の選定案を説明した（表－７参照)。

　フィリピン側は、今後、プロジェクトの進捗状況に応じて、ＭＧＢ本局及び各地の地

域事務所から追加配置するとしているが、これら専門職の本局及び第Ⅶ地域事務所・第

ⅩⅠ地域事務所における配置状況を表－８に示す。

　またＭＧＢの組織別人員配置一覧表を表－９に示す。
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表－４　ＭＧＢ本局現有機材の概要

A．岩石学・鉱物学・地球年代学調査研究所（ペトロラボ）
a．電子顕微鏡
b．原子吸光・紫外線分光分析装置
c．岩石顕微鏡
d．古生物学用顕微鏡
e．Ｘ線回析分光分析装置
f．蛍光Ｘ線分光分析装置
g．アイソダイナミックセパレータ
h．岩石切断機

B．選鉱製錬・化学試験室（メタルラボ）
a．破砕機
b．粉砕機
c．ジグ選鉱機
d．テーブル選鉱機
e．分級機
f．選鉱製錬連続試験設備一式
g．試金炉
h．化学分析設備一式

C．海洋調査船（RPS Explorer）
a．音響深測機（探査及び航海用）
b．ピストン・コアラー／ドレッジ
c．スキューバ・ダイビング・ギヤー
d．探査用ウインチ
e．現位置測定用機材
f．通信用機材

D．採鉱用機材
a．ダイヤモンド試錐用機材一式
b．万能試験機
c．剪断機

E．物理探査用機材

F．コンピューター及び周辺機器

G. 建物施設（本局及び第Ⅳ地域事務所化学分析室）
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表－５（１／６）　ペトロラボ（PETROLAB）現有機材の概要

No. 機　材　名 型　　式 整備状況

001. ステレオジュエルスコープ Hokushi Optical：SN 使用可能

002. 顕微鏡 Hokushi Optical：Kyowa 使用可能

003. 紫外線分析装置 Hokushi Optical： 使用不能

004. 小型反射率計 Hokushi Optical： 使用可能

005. 変圧器 AIC－200 使用可能

006. 研磨機 Imahachi 使用可能

007. のこぎり（手動） Imahachi 使用可能

008. のこぎり（自動） Imahachi 使用不能

009. のこぎり（自動） Imahachi

010. 大理石カッター Brooke Motors

011. 研削盤 Imahachi 使用可能

012. のこぎり（トリミング） Felker 使用可能

013. ジョウ・クラッシャ Yoshida Seisakusho 使用可能

014. 乾燥機 Griffin 使用可能

015. 振動ミル Rigaku 使用可能

016. ボールミル Yoshida Seisakusho 使用可能

017. コンプレッサー Hitachi 使用可能

018. グラインダー／ミキサー AGA 使用可能

019. フルイ振盪機 V２ 使用可能

020. スタンプミル Ikeda 使用可能

021. 循環型乾燥機 　 使用可能

022. オートクレープ 　 使用可能

023. 旋盤 　 使用可能

024. ホットプレート Thermolyne 使用可能

025. ドラフトチャンパー Yamato 使用可能

026. グラインダー（50Ｗ） 　

027. 研磨機 Imahashi 使用可能

028. 水平宝石加工機 Imahashi 使用不能

029. ドリルマシーン 　 使用可能

030. ダイヤモンドドリル 　 使用不能

031. 加圧成型機 Bucker 使用不能

032. トリム用のこぎり Imahashi 使用可能

033. トリマー／グラインダー Hill Quist 使用可能
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表－５（２／６）　ペトロラボ（PETROLAB）現有機材の概要

No. 機　材　名 型　　式 整備状況

034. 研磨機 Imahashi 使用可能

035. 校正機 Imahashi 使用可能

036. ビブラソニックタンブラー Imahashi 使用可能

037. ビブラソニックタンブラー Imahashi 使用可能

038. 原子吸光分析装置 Shimazu 使用可能

039. 自動天秤 Perkin Elmer 使用不能

040. 直示天秤 Shimazu 使用不能

041. 直示微量天秤 Shimazu 使用不能

042. 直示天秤 Shimazu 使用可能

043. 電子天秤 Ohaus 使用可能

044. 含有水分計 Shimazu 使用不能

045. 皿天秤 　 使用不能

046. ソータ天秤 　

047. 天秤 Sartorious 使用不能

048. 蒸留装置 　 使用可能

049. マッフル炉（変圧器付き） 　 使用不能

050. ガスクロマトグラフ GA-７A 使用不能

051. マグネティックスターラ 　 使用可能

052. マグネティックスターラ BLT 使用不能

053. pH メータ TOA 使用可能

054. 携帯用 pH メータ 　 使用不能

055. 紫外線計 Beam 使用可能

056. ウォータバス 　 使用可能

057. 蒸留水製造装置 　

058. 純粋製造装置（脱イオン） 　 使用不能

059. ドラフトチャンパー 　 使用可能

060. 排気ファン 　 使用可能

061. 黒鉛管状アトマイザー Varian 使用不能

062. 黒鉛管状アトマイザー Varian 使用不能

063. キーボード（ヒューレット） Hewlett Packard

064. 原子吸光分析装置 Varian 使用不能

065. 原子吸光分析装置 Varian 使用不能

066. 電子天秤 Shimazu 使用可能
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表－５（３／６）　ペトロラボ（PETROLAB）現有機材の概要

No. 機　材　名 形　　式 整備状況

067. マグネティックスターラ 　 使用可能

068. マグネティックスターラ 　 使用可能

069. サンヨー冷蔵庫 Sanyo 使用可能

070. 濁度計 　 使用不能

071. バリアンEDL 電源 　 使用不能

072. 原子吸光分析装置 Varian 使用不能

073. 電子分析用天秤 Libron

074. 比重天秤 　

075. 遠心分離機 Asakura 使用可能

076. 遠心分離機 　 使用可能

077. 乾燥機 Toyo 使用可能

078. ガラス器具乾燥機 Thelco 使用可能

079. 水銀分析装置 Hiranuma 使用不能

080. 水銀分析装置 Hiranuma 使用不能

081. パントス・レコーダ Pantos 使用可能

082. シェーカー Yamato 使用可能

083. ねじりばかり 　 使用可能

084. ドラフトチャンパー Aleja 使用可能

085. 試金分析用炉 Sybron 使用可能

086. 試金分析用炉 　 使用可能

087. 純水製造装置 　 使用可能

088. 蒸留水製造装置 　

089. 試料挿入装置 　 使用不能

090. レーコーダ 　 使用不能

091. レーコーダ 　 使用不能

092. レーコーダ 　 使用不能

093. 電子天秤 Shimazu

094. アイソダイナミック選別機 Iwamoto Mineral 使用可能

095. 半自動天秤 　 故障

096. 示差熱天秤（携帯用） Eberbach 使用不能

097. 示差熱天秤 Chyo Balance 使用不能

098. 振動フルイ機 Derrick 使用不能

099. 振動フルイ機 Derrick 故障
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表－５（４／６）　ペトロラボ（PETROLAB）現有機材の概要

No. 機　材　名 型　　式 整備状況

100. 分析用天秤 Stanton 故障

101. デンバーPCE炉 Denver Fire Clay 使用可能

102. 乾燥機 Precision Scientific 使用可能

103. フィッシャー熱量計 Precision Scientific 使用可能

104. 可変変圧器 　 使用不能

105. 可搬式フルイ機 Tyler 使用可能

106. 肉切りナイフ 　 使用不能

107. 偏光顕微鏡 Olympus 使用可能

108. 偏光顕微鏡 Olympus 使用不能

109. 偏光顕微鏡 　 使用可能

110. 偏光顕微鏡 Olympus 使用不能

111. 偏光顕微鏡 Olympus 使用不能

112. 偏光顕微鏡 Olympus 使用不能

113. 偏光顕微鏡 Olympus 使用不能

114. 偏光顕微鏡 Olympus 使用不能

115. 偏光顕微鏡 Olympus 使用可能

116. 偏光顕微鏡 Nikon 使用可能

117. 偏光顕微鏡 Leiz 使用不能

118. 偏光顕微鏡 Nikon

119. 偏光顕微鏡 Olympus 使用不能

120. 金属顕微鏡 Versamet Union 使用不能

121. 偏光顕微鏡 Nikon 使用不能

122. 鉱物顕微鏡 Nikon 使用可能

123. 屈折率計 Nichica

124. 微小硬度テスター Shimazu 使用可能

125. ハンドプレス HP Olympus 使用可能

126. デシケータ 　

127. デシケータ 　

128. 光度計 Olympus

129. 光度計 Olympus

130. 光度計 Olympus

131. ライツ／オリンパス付属品 　

132. 顕微鏡付属品 Vesamet
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表－５（５／６）　ペトロラボ（PETROLAB）現有機材の概要

No. 機　材　名 型　　式 整備状況

133. フィッション・トラック試料調整装置 　

134. 偏光顕微鏡付属品 Nikon

135. 補整器 Nikon

136. 補整器 Nikon

137. 偏光顕微鏡 　

138. 紫外線灯 Nikon

139. 紫外線灯 Nikon

140. オリンパス変圧器 Olympus

141. ライツ変圧器 Leitz

142. 変圧器 Wild Heerbrugg

143. 騒音フィルター Rubyconn

144. ランプ類 Olympus

145. 顕微鏡 Olympus

146. 顕微鏡 Nikon

147. 顕微鏡 Olympus

148. 顕微鏡 Nikon

149. 顕微鏡 Nikon

150. ポントカウンタ Swift 使用可能

151. ポントカウンタ Swift 使用不能

152. ポントカウンタ Swift 使用不能

153. 立体顕微鏡 　 使用可能

154. 偏光顕微鏡 　 使用不能

155. 立体顕微鏡 　 使用不能

156. 顕微鏡 　 使用可能

157. ステレオ・ズーム 　 使用可能

158. 偏光顕微鏡　 使用可能

159. 立体顕微鏡 Nikon 使用可能

160. 立体顕微鏡 　 使用可能

161. 立体顕微鏡用カメラ Nikon 使用可能

162. 立体顕微鏡 　 使用可能

163. 双眼顕微鏡 　 使用可能

164. ハンドカウンタ Veeder Root 使用可能

165. 低バックグラウンド液体 Aloka 使用可能
シンチレーション分光器
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表－５（６／６）　ペトロラボ（PETROLAB）現有機材の概要

No. 機　材　名 型　　式 整備状況

166. ベンゼン合成装置 Sibata 使用可能

167. 管状炉 Sibata 使用可能

168. 乾燥器 Isuzu／Sibata 使用可能

169. ドラフトチャンバー Yamato 使用可能

170. ホットプレート Yamato 使用可能

171. 電熱器 　 使用可能

172. 真空ポンプ Ulvac 使用可能

173. 冷蔵庫 Sanyo 使用可能

174. 製氷機 Frigimat 使用可能

175. スライドレグレータ Matsunaga 使用可能

176. 加熱用マントル Sibata　 使用可能

177. ヘヤードライヤ Japan Mighty Setter 使用可能

178. ヘヤードライヤ Philips 使用可能

179. マグネティックスターラ Sibata　 使用可能

180. デジタル温度計 Shinho 使用可能

181. 露点計 Taylor-Warton 使用可能

182. 露点計 Ikeda 使用可能

183. 蛍光Ｘ線分析装置（Rigaku） Geigerflex 3064P　 使用可能

184. Ｘ線回析分析装置（Rigaku） Geigerflex D／Max Ⅱ-A
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表－６　鉱山地球科学局（ＭＧＢ）第Ⅶ及び第表－６　鉱山地球科学局（ＭＧＢ）第Ⅶ及び第ⅩⅩⅠⅠ地域事務所現有機材の概要地域事務所現有機材の概要

ＭＧＢ第Ⅶ地域事務所ＭＧＢ第Ⅶ地域事務所

＊原子吸光カソードランプ（＊原子吸光カソードランプ（Pb,Ni,Zn,Co,Cu,MnPb,Ni,Zn,Co,Cu,Mn））

＊アスピレーター＊アスピレーター

＊冷蔵庫（ウエスティングハウス、アドミラル）＊冷蔵庫（ウエスティングハウス、アドミラル）

＊計算器（カシオ）＊計算器（カシオ）

＊天秤（メトラ電子天秤）＊天秤（メトラ電子天秤）

＊捩り秤＊捩り秤

＊電気炉（卓上型・オオツカ）＊電気炉（卓上型・オオツカ）

＊乾燥器（ヒラヌマ・フィッシャー）＊乾燥器（ヒラヌマ・フィッシャー）

＊白金坩堝＊白金坩堝

＊デシケータ＊デシケータ

＊真空ポンプ（シマズ）＊真空ポンプ（シマズ）

＊フルイ＊フルイ

＊岩石切断機（ダイヤモンド）＊岩石切断機（ダイヤモンド）

＊クラッシャー＊クラッシャー

＊グラインダー＊グラインダー

＊試料四分器＊試料四分器

＊立体顕微鏡＊立体顕微鏡

＊偏光顕微鏡＊偏光顕微鏡

＊双眼顕微鏡＊双眼顕微鏡

＊カメラ＊カメラ

＊浄水器＊浄水器

＊複写機（ミノルタ）＊複写機（ミノルタ）

＊研磨機＊研磨機

＊電気溶接器＊電気溶接器

ＭＧＢＭＧＢ第第ⅩⅩⅠ地域事務所Ⅰ地域事務所

＊天秤（メトラ電子天秤）＊天秤（メトラ電子天秤）

＊乾燥器＊乾燥器

＊試料四分器＊試料四分器

＊粉砕機＊粉砕機

＊炉（ディーゼル油）＊炉（ディーゼル油）

＊ブロワー＊ブロワー

＊マグネティックスターラー＊マグネティックスターラー

＊デシケータ＊デシケータ

＊バーナー＊バーナー

＊ホットプレート＊ホットプレート



－52－

表－７　フィリピン側プロジェクト関係人員配置計画

プロジェクト関係担当職務

Ⅰ．プロジェクト管理職員
１．プロジェクト・ダイレクター
２．プロジェクト・マネージャー
３．プロジェクト調整官

Ⅱ．技術担当Ｃ／Ｐ

1．環境化学分析担当Ｃ／Ｐ

2．鉱山環境モニタリング担当Ｃ／Ｐ

3．発生源対策技術担当Ｃ／Ｐ

4．研修・情報担当Ｃ／Ｐ

5．地域事務所Ｃ／Ｐ

Ⅲ．プロジェクト支援職員
1．事務室関係助手
2．試験室関係助手
3．現地作業関係助手
4．車両運転手
5．雑役

担当職員の氏名と現職

Horacio C.Ramos,Director, MGB
Edwin G. Domingo,Assistant Director, MGB
Geronimo Badulis, Jr., Supervising Science Research Specialist

［下記の技術Ｃ／Ｐがプロジェクトの初期段階で配置される。その
後、プロジェクトの進捗状況に応じて、必要数の技術職員をＭＧＢ
の本局及び地域事務所から配置することにしている。］
1) Edita M. Macalalad, Chemist, PETROLAB
2) Lolita G. Broces, Chemist, Mining Environment and Safety Divi-
sion

3) Sylvia Alcantara, Chemist, Mining Environmet and Safety Divi-
sion

4) Gladiola Bagadiong, Chemist, Metallurgical Technology Division

1) Edmon Dino, Senior Science Research Specialist, Mining Envi-
ronment and Safety Division

2) Paulo Tidalgo, Senior Science Research Specialist, Mining
Environment and Safety Division

3) Alvin Fernando, Senior Science Research Specialist,Lands Geo-
logical Survey Division

4) Jeremiah Benito, Senior Environmental Management Specialist,
Mining Environment and Safety Division

1) Virgilio P. Soriano, Engineer Ⅲ, Metallurgical Technology
Division

2) Rey Perucho, Engineer Ⅲ, Metallurgical Technology Division
3) Cyril Vizcayno, Senior Science Research Specialist, Mining
Environment and Safety Division

4) Danny Berches, Senior Science Research Specialist, Mining
Environment and Safety Division

1) Lilian Rollan, Supervising Science Research Specialist, PETROLAB
2) Ellen Grace Galiste, Engineer Ⅳ, Mineral Economics and Infor-
mation Division

3) Digna Evangelista, Senior Science Research Specialist, PETROLAB
4) Alice Umerez, Human Resources Management Officer, Administra-
tive Services Division

1) Abraham Lucero, Senior Science Research Specialist, Region Ⅶ
2) Antonia Dumdum, Chemist Ⅲ, Region Ⅶ
3) Ma. Belen Cawad, Senior Science Research Specialist, Region ⅩⅠ
4) Romie Lito Valerio, Senior Science Research Specialist, Re-
gion ⅩⅠ

［プロジェクトの進捗に応じて、適切数の支援職員を、プロジェク
ト・ダイレクターとプロジェクト・マネージャーが責任を以て配置
することにしている。］
プロジェクト初期段階での配置計画は下記のとおり。
1) 事務職員：
　　Rodolfo Sespene 及び Emalyn Tria

2) 管理職員：
　　Robert Avellana, Cielo Gamus,及び Cesar de Veyra
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表－８　鉱山地質科学局本局及び地域事務所（第Ⅶ及び第表－８　鉱山地質科学局本局及び地域事務所（第Ⅶ及び第ⅩⅩⅠⅠ地域）専門職別職員配置数地域）専門職別職員配置数

鉱山地球科学局（ＭＧＢ）鉱山地球科学局（ＭＧＢ）

官職名（専門職名）官職名（専門職名）

Cheif Science Research SpecialistCheif Science Research Specialist

Supervising Science Research SpecialistSupervising Science Research Specialist

Senior Science Research SpecialistSenior Science Research Specialist

Science Research SpecialistScience Research Specialist

Science Research AssistantScience Research Assistant

Chief GeologistChief Geologist

Chief Marine GeologistChief Marine Geologist

Supervising GeologistSupervising Geologist

Senior GeologistSenior Geologist

GeologistGeologist

Chief MetallurgistChief Metallurgist

Supervising MetallurgistSupervising Metallurgist

Senior Environmental Management SpecialistSenior Environmental Management Specialist

ChemistChemist

EngineerEngineer

MathematicianMathematician

Mining Operations OfficerMining Operations Officer

Mining Claims ExaminerMining Claims Examiner

Information Technology OfficerInformation Technology Officer

Community DevelopmentCommunity Development／／Affairs OfficerAffairs Officer

Laboratory TechnicianLaboratory Technician

Electronics & Communications Equipt.Tech.Electronics & Communications Equipt.Tech.

Computer OperatorComputer Operator

Heavy Equipment OperatorHeavy Equipment Operator

MecahnicMecahnic／／MachinistMachinist

Core DrillerCore Driller

CartographerCartographer

Engineering AideEngineering Aide

Laboratory AideLaboratory Aide

Geologic AideGeologic Aide

ClerkClerk

技術関係職員総数（技術関係職員総数（19991999年１月年１月1515日現在実員）日現在実員）

本局［技術関係部のみ］本局［技術関係部のみ］

鉱山環境鉱山環境

安 全 部安 全 部

国土地質国土地質

調 査 部調 査 部

選鉱製錬選鉱製錬

技 術 部技 術 部

11

11

55

11

11

33

33

33

1515

11

11

33

22

33

11

55

22

22

5454

採 鉱採 鉱

技 術 部技 術 部

11

44

77

44

22

33

33

2424

11

2525

3737

88

11

11

88

11

55

22

55

22

9696

22

88

22

11

44

1616

1212

44

55

5454

2626

33

22

77

11

3939

海洋地質海洋地質

調 査 部調 査 部

22

1010

99

33

11

22

22

22

55

11

11

11

11

11

22

4343

地域事務所地域事務所

第第  ⅦⅦ

地地  域域

第第      ⅩⅩⅠⅠ

地地　　域域

11

22

55

11

11

22

44

11

22

22

1616

11

11

33

22

22

33

11

44

22

11

5757
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表－９　鉱山地球科学局（ＭＧＢ）組織別人員配置表

ＭＧＢ本局 ＭＧＢ地域事務所配置職員数Ｍ Ｇ Ｂ
地域事務
所 組 織組　織

局長室

企画・
政策部

資　源
経　済
情報部

管理部

財務部

鉱　区
管理部

鉱　山
環　境
安全部

国 土
地 質
調査部

採　鉱
技術部

海 洋
地 質
調査部

選 鉱
製 錬
技術部

総員数

13

総員数

13

29

56

18

26

39

24

96

43

54

411

地域事務
所 長 室

管 理 ・
財 務 部

鉱 山
管 理 部

鉱山環境
・安全部

地 球

科 学 部

1106

CAR Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅵ Ⅶ Ⅷ Ⅸ Ⅹ ⅩⅠ ⅩⅡ ⅩⅢ

6 6 6 6 7 6 6 6 6 6 6 6 6 6

16 15 15 18 21 15 15 15 15 15 15 15 15 15

23 25 21 22 32 21 22 21 19 20 22 22 21 21

19 16 18 17 26 18 18 18 17 18 18 18 17 18

20 16 14 14 28 19 14 19 14 14 14 14 14 19

87 78 74 77 114 79 75 79 71 73 75 75 73 79

［注］1999年１月15日現在の実員数
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(４) 運営経費の支出

　フィリピン側はプロジェクトの運営に必要な経費を支出するとしている。

　ＭＧＢの1999年承認予算の総額は、約３億5,500万ペソであるが、その概要を表－10に

示す。

　ＭＧＢ1999年承認予算のうち、本プロジェクトへの配分額は、170万ペソになるとフィ

リピン側は説明したが、その概要は表－10に記載されている。

　また、ＭＧＢの組織別1999年承認予算を表－11に、事業別1999年承認予算を表－12に

示す。

４－４　プロジェクト実施年次計画４－４　プロジェクト実施年次計画４－４　プロジェクト実施年次計画４－４　プロジェクト実施年次計画４－４　プロジェクト実施年次計画

　今回の協議において日本側とフィリピン側の双方が合意した、本プロジェクトの実施・モニタ

リング・評価等に必要となる暫定実施計画（ＴＳＩ）を表－13に、また、暫定全体活動計画（ＰＯ）

を表－14に、さらに、1999年暫定年次活動計画（ＡＰＯ）を表－15に示す。



－56－

表－10　鉱山地球科学局の1999年承認予算の概要

１．ＭＧＢの1999年予算（承認額）の概要 ＝PhP 394.906 Million

２．ＭＧＢの1999年予算（承認額）の概要
１）組織別

ａ．ＭＧＢ本局への配分予算額 ＝PhP 124.483 M.(31.5%)
ｂ．ＭＧＢ地域事務所への配分予算額 ＝PhP 248.966 M.(68.5%)

２）事業別
ａ．一般管理・人材養成・生産性向上費 ＝PhP  88.894 M.(22.5%)
ｂ．企画・資源経済・情報・研究開発費 ＝PhP  65.814 M.(16.7%)
ｃ．鉱区管理・試験施設／探査船運営費 ＝PhP 240.198 M.(61.8%)

３）費目別
ａ．人件費（ＰＳ） ＝PhP 276.529 M.(69.0%)
ｂ．運営・保全費（ＭＯＯＥ） ＝PhP  87.986 M.(23.0%)
ｃ．機材購入・建物施設／車両整備費（ＣＯ） ＝PhP  30.391 M.( 8.0%)

３．運営・保全費（ＭＯＯＥ）の主要費目
ａ．環境管理及び天然資源管理 ＝PhP  11.817 M.(13.0%)
ｂ．社合・コミュニティ開発 ＝PhP  15.642 M.(18.0%)
ｃ．鉱業投資促進事業 ＝PhP   5.965 M.( 7.0%)
ｄ．鉱業及び地球科学に関する情報・教育・広報 ＝PhP   7,183 M.( 8.0%)
ｅ．鉱物資源探査事業 ＝PhP   4.205 M.( 5.0%)
ｆ．沿岸・海底地質調査及び地球環境調査 ＝PhP   5.098 M.( 6.0%)
ｇ．海洋調査船の運航及び保全 ＝PhP   9.601 M.(11.0%)
ｈ．研究・開発事業 ＝PhP   1.488 M.( 1.7%)
ｉ．教育・研修事業 ＝PhP   1.168 M.( 1.5%)
ｊ．一般管理運営 ＝PhP  15.449 M.(17.6%)
ｋ．企画立案 ＝PhP   0.156 M.( 0.2%)
ｌ．社会保障費・その他の支払い請求 ＝PhP  10,214 M.(11.0%)
　　　　　ＭＯＯＥ予算合計額 ＝PhP  87,986 M.(100 %)

４．ＭＧＢ予算のＪＩＣＡプロジェクトへの配分・支出内訳

組織別
ＭＧＢ本局

第Ⅶ地域事務所
第ⅩⅠ地域事務所

総　額

［注］１）ＭＯＯＥ予算：運営・保全費
２）ＣＯ予算：機材購入・建物施設／車両整備費

ＭＯＯＥ予算１）

PhP 1.0 M３）

PhP 0.4 M
PhP 0.3 M
PhP 1.7 M

ＣＯ予算２）

PhP 0.5 M
PhP 0.7 M
PhP 0.2 M
PhP 1.4 M

  総　額
PhP 1.5 M
PhP 1.1 M
PhP 0.5 M
PhP 3.1 M

ＭＧＢ本局所管ＭＯＯＥ予算（100万ペソ）の内訳
旅　費

資材調達契約
サービス契約（修理保全・施設改修等）

ＭＧＢ本局所管ＭＯＯＥ予算（ＪＩＣＡプロジェクト）

100,000 ペソ
530,000 ペソ
370,000 ペソ

1,000,000 ペソ

ペトロラボ及びメタルラボの機材更新・施設改修費
（上記100万ペソとは別途費目で計上）

岩石学鉱物学地球年代学調査研究所（ペトロラボ）
選鉱製錬化学試験室（メタルラボ）

144,000 ペソ
144,000 ペソ
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表－11　鉱山地球科学局組織別1999年承認予算
［単位：千ペソ］

組　織

ＭＧＢ本局

ＣＡＲ4)

Region Ⅰ

Region Ⅱ

Region Ⅲ

Region Ⅳ

Region Ⅴ

Region Ⅵ

Region Ⅶ

Region Ⅷ

Region Ⅸ

Region Ⅹ

Region ⅩⅠ

Region ⅩⅡ

Region ⅩⅢ

総　額

人件費1)

77,380

14,686

13,895

13,322

13,486

21,174

13,960

14,409

14,295

12,809

13,132

13,425

13,419

13,118

14,019

276,529

42,410

2,643

4,215

2,389

2,199

5,925

3,574

3,937

3,971

2,204

2,990

3,061

2,988

3,187

2,293

87,986

ＣＯ費3)

4,693

2,226

6,505

4,067

230

3,581

1,646

819

2,505

800

782

776

886

875

0

30,391

総　額

124,483

19,555

24,615

19,778

15,915

30,680

19,180

19,165

20,771

15,813

16,904

17,262

17,293

17,180

16,312

394,906

ＭＯＯＥ費2)

［注］１）人件費 ：給料、賃金、諸手当を含む。

２）ＭＯＯＥ費 ：Maintenance,Operating and Other Expenses

３）ＣＯ費 ：Capital Outlay（機材、建物施設、車両等）

４）ＣＡＲ ：Cordillera Autonomous Region
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表－12　ＭＧＢ事業別1999年承認予算
［単位：千ペソ］

費　　　目

Ⅰ．一般管理運営費

a．一般管理費

b．人材養成費

c．生産性向上奨励手当

　　　小　　計

Ⅱ．事業支援費

a．企画・政策立案費

b．資源経済・情報・出版費

c．研究・開発費

　　　小　　計

Ⅲ．事業運営費

a．鉱物資源管理費

b．地球科学開発・サービス

d．海洋調査船運航・保全費

　　　小　　計

　　　総　　計

61,451

1,068

3,034

65,553

2,332

4,927

42,426

49,685

119,933

41,358

0

161,291

276,529

22,276

1,005

0

23,281

711

2,545

8,777

12,033

23,759

17,342

11,571

52,672

87,986

60

0

0

60

500

50

3,546

4,096

18,582

7,653

0

26,235

30,391

83,787

2,073

3,034

88,894

3,543

7,522

54,749

65,814

162,274

66,353

11,571

240,198

394,906

人件費 ＭＯＯＥ費1) ＣＯ費2) 総　額

［注］１）ＭＯＯＥ：運営・保全費　　２）ＣＯ：機材購入・施設整備費
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表－13　ＴＳＩ

ⅠⅡⅢⅣⅢⅣ

暦　　　　年

四 　半 　期

技術協力期間

［注］本計画は、相互の合意に基づき、Ｒ／Ｄの枠内で、プロジェクトの進展に応じて修正される。

Ⅰ．日本側担当事項
1.1 調査団の派遣
（１）環境保全技術調査団
（２）実施協議調査団
（３）運営指導調査団
（４）終了時評価調査団

1.2 日本人専門家の派遣
（１）長期専門家
a．チーフアドバイザー
b．業務調整員
c．環境化学分析担当専門家
d．鉱山環境モニタリング担当専門家
e．発生源対策技術担当専門家

（２）短期専門家
　　　［必要に応じて派遣］

1.3 Ｃ／Ｐの日本研修受入れ

1.4 機材の供与

Ⅱ．フィリピン側担当事項
2.1 プロジェクトの運営。管理に必要な組織の

設立

2.2 施設・建物の整備

2.3 Ｃ／Ｐ・管理要員の任命

2.4 プロジェクト運営経費の支出

2.5 資機材の調達

2.6 全体活動計画などの相互合意に基づくプロ
ジェクトの実施

ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣ

1998 1999 2000 2001 2002



－60－

表－14　ＰＯ

ⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣⅠⅡⅢⅣ

1999 2000 2001 2002

０．プロジェクトの管理運営体制が確立される。
0-1 計画に従い人員を配置する。
0-2 業務活動計画を策定する。
0-3 予算計画を策定する。

１．ＭＧＢの技術職員が化学分析、測定、試験用機材の
操作・保守管理が出来るようになる。

1-1 施設・機材整備計画を策定し、調達・保全を実施す
る。

1-2 ＪＩＣＡ供与機材の据付け・操作指導・整備保全を
実施する。

1-3 機材の保全マニュアルを作成する。

２．ＭＧＢの鉱山環境モニタリング機能が水質及び土壌
汚染分野で整備・強化される。

2-1 水質・土壌汚染のモニタリング概論を修得する。
2-2 水質・土壌分析用試料採取手法を導入し、マニュア

ルを作成する。
2-3 水質・土壌のオンサイト測定・分析技術を導入し、

マニュアルを作成する。
2-4 水質・土壌の室内測定・分析技術を導入し、マニュ

アルを作成する。
2-5 水質・土壌の測定・分析結果の評価手法を導入し、

マニュアルを作成する。

３．ＭＧＢの水質及び土壌汚染にかかわる発生源対策技
術の評価・指導機能が強化される。

3-1 環境配慮型採鉱法に関する技術情報を修得する。
3-2 環境配慮型選鉱法に関する技術情報を修得する。
3-3 環境配慮型廃水・廃滓処理に関する技術情報を修得

する。
3-4 廃水・廃滓処理対策の評価手法を導入し、マニュア

ルを作成する。
3-5 廃水・廃滓処理対策の改善指導手法を導入し、マ

ニュアルを作成する。

４．ＭＧＢの鉱山環境アセスメント報告書の評価機能が
強化される。

4-1 鉱山環境アセスメント概論に関する技術情報を修得
する。

4-2 鉱山環境アセスメント手法に関する技術情報を修得
する。

4-3 鉱山環境アセスメント報告書の評価に関する技術情
報を修得する。

５．ＭＧＢの鉱山環境管理分野の教育・訓練機能が強化
される。

5-1 研修計画を策定する。
5-2 研修教材を作成する。
5-3 研修・セミナーを実施する。
5-4 研修受講者へアンケートを実施する。

暦　　　　年

四 　半 　期

技術協力期間

［注］本計画は、相互の合意に基づき、プロジェクトの進捗状況に応じて修正される。
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表－15（１／２）　ＡＰＯ　1999年

0-1 計画に基づく職員の配置
0-1-1 職員配置計画の再検討
0-1-2 職員の任命

0-2 活動計画の策定
0-2-1 PDM、TSI、PO、APO等の策定
0-2-2 各種計画の再検討
0-2-3 APO：2000年の策定

0-3 予算の策定と支出
0-3-1 1999年予算の支出
0-3-2 2000年予算計画の策定

1-1 機材・施設の計画、調達、保全
1-1-1 建物・施設改修計画の策定
1-1-2 改修工事の実施
1-1-3 機材の調達・保全計画の策定
1-1-4 機材の調達・保全の実施

1-2 JICA供与機材の据付け・操作指
導・保全整備

1-2-1 機材の据付け・調整
1-2-2 機材操作法の修得
1-2-3 機材保全法の修得

1-3 機材保全マニュアルの作成
1-3-1 機材保全マニュアルの作成

2-1 水質及び土壌汚染分野の鉱山環
境モニタリングにかかわる技術
的行政的概論の修得

2-2 環境分析用試料採取手法の修得
とマニュアルの作成

2-2-1 試料採取手法の修得
2-2-2 マニュアルの作成

2-3 水質及び土壌成分のオンサイト
測定及び分析技術の修得とマ
ニュアルの作成

2-3-1 オンサイト測定及び化学分析技
術の修得

2-3-2 マニュアルの作成

2-4 水質及び土壌成分の試験室内測
定及び分析技術の修得とマニュ
アルの作成

2-４-1試験室内測定及び化学分析技術
の修得

2-４-2マニュアルの作成

2-5 水質・土壌成分のモニタリング
試料の測定・分析結果の評価手
法の修得とマニュアルの作成

2-5-1 測定分析結果評価手法の修得
2-5-2 マニュアルの作成

成果－０：プロジェクトの管理運営体制の確立

成果－１：MGBの技術職員による機材の操作と保全管理

成果－２：水質及び土壌汚染分野におけるMGBの鉱山環境モニタリング機能の整備・強化

C / Pの完全
配置

計画に基づ
くプロジェ
クトの完全
実施

プロジェク
トの円滑な
実施

環境化学ラボ
ラトリー、専門
家・C/P執務
室、研修室
等の整備

環境化学ラ
ボラトリー
の整備

機材保全の
完全実施

基礎的情報
の修得

モニタリン
グ用試料採
取手法の修
得

オンサイト
測定・化学
分析技術の
修得

試験室内測
定・化学分
析技術の修
得

モニタリン
グ結果の評
価手法の修
得

PD,PM,PC
& CA.

PD,PM,PC
& CA.

PD,PM,PC
& CA.

PD,PM,PC
& CA.

PD,PM,PC
& CA.

P M , P C
& CA.

P M , P C
& CA.

P M , P C
& CA.

P M , P C
& CA.

P M , P C
& CA.

C/P,
JPC &
LE.

C/P,
JPC &
LE.

C/P,
JPC &
LE.

C/P,
JPC &
LE.

C/P,
JPC,
LE,SE
& ME.

C/P,SE
LE,JPC

C/P,
JPC &
LE.

C/P,
JPC,
LE&
ME.

C/P,
JPC ,
LE &
ME.

C/P,
JPC ,
LE &
ME.

　＊＊
責任者

　　＊
投　入活　　動 目　標

日本の会計年度：1999年

1999 2000

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

［2000年７月から］

［2000年４月から］

［2000年７月から］

［2000年４月から］

［2000年４月から］

［2000年10月から］
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表－15（２／２）　ＡＰＯ　1999年

3-1 環境配慮型採鉱技術に関する
技術情報の修得

3-2 環境配慮型選鉱技術に関する
技術情報の修得

3-3 環境配慮型廃水・廃滓処理技
術に関する技術情報の修得

3-4 廃水・廃滓処理実技の環境的
評価手法の修得とマニュアル
の作成

3-4-1 評価手法の修得
3-4-2 マニュアルの作成

3-5 廃水・廃滓処理対策の改善指
導手法の修得とマニュアルの
作成

3-5-1 改善・指導手法の修得
3-5-2 マニュアルの作成

4-1 鉱山環境アセスメント概論に
関する技術情報の修得

4-2 鉱山環境アセスメント手法に
関する技術情報の修得

4-3 鉱山環境アセスメント報告書の
評価に関する技術情報の修得

5-1 研修計画の策定

5-2 教材の作成

5-3 研修・セミナーの実施
5-3-1 オンサイト測定・分析コース
5-3-2 試験室内測定・分析コース
5-3-3 環境モニタリングデータ評価

コース
5-3-4 採鉱・選鉱実技の評価・指導

コース
5-3-5 廃棄物処理実技の評価・指導

コース
5-3-6 鉱山環境管理セミナー

5-4 研修受講者へのアンケート調
査の実施

成果－３：水質及び土壌汚染分野におけるMGBの発生源対策技術の評価・指導機能の強化

基本的情報
の修得

基本的情報
の修得

基本的情報
の修得

廃棄物処理
実技の評価
手法の修得

廃棄物処理
実技の指導
手法の修得

基本的情報
の修得

基本的情報
の修得

基本的情報
の修得

効率的な研
修

円滑な研修

鉱山環境管
理分野にお
ける人材の
養成

研修計画の
評価

PM,PC
& CA.

PM,PC
& CA.

PM,PC
& CA.

PM,PC
& CA.

PM,PC
& CA.

PM,PC
& CA.

PM,PC
& CA.

PM,PC
& CA.

PM,PC
& CA.

PM,PC
& CA.

PM,PC
& CA.

PM,PC
& CA.

C／P,
JPC,LE.

C／P,
JPC,LE.

C／P,
JPC,LE.

C／P,
JPC &
LE.

C／P,
JPC &
LE.

C／P,LE
JPC,SE

C／P,LE
JPC,SE

C／P,LE
JPC,SE

C／P,
JPC,LE

C／P,LE
JPC,SE

C／P,
JPC,LE
& SE.

C／P,
JPC,LE

　＊＊
責任者

　　＊
投　入活　　動 目　標

日本の会計年度：1999年

1999 2000

４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３

［2000年１月から］

［2000年10月から］

［2000年10月から］

［注］　＊投入 ：プロジェクトの活動に必要な人員、機材など。
　　　＊＊ＰＤ ：プロジェクト・ダイレクター

ＰＣ：プロジェクト調整官
ＣＡ：チーフアドバイザー
ＬＥ：長期専門家
ＭＥ：JICA供与機材

成果－４：鉱山環境アセスメント報告書に関するMGBの評価機能の強化

成果－５：鉱山環境管理分野におけるMGBの教育・訓練機能の強化

［2000年10月から］

［2000年７月から］

［2000年７月から］

［2000年４月から］

　ＰＭ：プロジェクト・マネージャー
Ｃ／Ｐ：カウンターパート
ＪＰＣ：業務調整員
　ＳＥ：短期専門家
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５．調査団所感５．調査団所感５．調査団所感５．調査団所感５．調査団所感

(１) 主要な協議結果

　フィリピン側との協議は、ＭＧＢのドミンゴ副局長をヘッドとするＭＧＢ関係者との

間で行われた。ただし、フィリピン側のＭ／Ｄ署名者はＤＥＮＲのPaje次官、ＭＧＢの

ラモス局長の両名であり、本プロジェクトに対する比側の熱意が窺われる。

　今回の協議では、本調査団からプロジェクトのコンセプト、スコープ等について説明

し、その後「日本側投入」及び「フィリピン側の実施機関並びに実施体制」等のプロジェ

クトの実施可能性について検討を行った。

　以上の協議の結果、基本計画（上位目標、プロジェクト目標、成果、活動計画）をは

じめ、技術移転内容、両国投入内容、ＰＤＭ等について、ほぼ対処方針の内容で合意が

得られた。なお、協議の開始前に、フィリピン側の認識を深めるため、プロジェクト方

式技術協力の特徴とＪＩＣＡの合同評価システムの概要を説明した。

　以下主要な協議内容に関する所見を列記する。

１) 協力期間（３年）終了後のプロジェクトの新たな展開についてフィリピン側から意

見を求められたため、次のような説明をした。

　本プロジェクトの技術協力は、ＭＧＢの鉱山環境管理能力の向上（人材育成）を目

的に、水質及び土壌汚染分野における鉱山環境モニタリングなど広範囲の技術移転分

野を対象にするため、プロジェクトの実施過程で協力の成果をお互いに確認し、継続

若しくは新しい面での展開の必要性が認められる場合には、新たなフェーズ（２～３

年）でのプロジェクト実施もあり得ることを説明した。ただし、それには、フィリピ

ン側の強い要望が不可欠であり、さらにフェーズ２での具体的計画についても、フィ

リピン側が中心となって検討する必要のあることを強調した。

２) 機材供与については、フィリピン側からこれまで要求のあった供与額を大幅に上回

る機材リストが提出された。この増額理由は、地域事務所への配置を考慮したとのこ

とであるが、ＪＩＣＡの予算状況が厳しいことを説明するとともに、プライオリ

ティーの高い順にランク（Ａ、Ｂ、Ｃ）づけした資料を提出させた。今後の短期調査

等のなかで要望機材全体の必要性を再度確認する必要がある。それによって、今回初

めて要求の出た機材であっても、その必要性が認められれば、プロジェクト開始２年

目以降の供与も含め前向きに対応することが望ましい。

３) フィリピン側から提出されたＣ／Ｐの配置人数は、当初７名であった。地域事務所

も含め多くのスタッフ等の育成を効果的、効率的に進めるためには、直接教育にあた

る比側のＣ／Ｐ数がこの人数では不十分であることを伝えたところ、フィリピン側も
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これに同意し、地域事務所４名を含め、計20名のＣ／Ｐの配置計画が新たに提出され

た。この結果、アドミニストレイティブスタッフ３名を含めた全体のＣ／Ｐ数は総計

23名に変更された。

　Ｃ／Ｐの育成に関しては、日・フィリピン双方の十分な意見交換の下に適切なカリ

キュラムを作成し、計画的な技術移転を進めていくことが必要である。

４) 本プロジェクトの特徴の１つは、Ｃ／Ｐの所属組織が６部、２地域事務所に分散し

ているため、日本側専門家とＣ／Ｐとのコミュニケーション不足のみならず、技術移転

のスムースな進展に不安が懸念される。このためプロジェクト開始の段階で具体的な技

術移転の進め方を十分詰めておくとともに、プロジェクト開始後も定期的な意見交換の

場を積極的に設けることが必要であると思われる。

(２) ＭＧＢ地域事務所の現状と協力上の課題

　ＭＧＢには全国14か所に地域事務所があるが、今回セブ島にある第７州の地域事務所

（職員数89名）を視察した。ここでは鉱山管理、鉱山環境・安全、地球科学の３分野を

対象に岩石、土壌、水質の化学分析、物理分析などの分析業務も実施しており、そのた

めの小規模な実験室が配置されている。

　地域事務所の機能向上は、本プロジェクトに期待されている成果の１つであり、特に

第７州の地域事務所はそのなかで中心的組織になるものと思われる。この実験室には原

子吸光分析装置をはじめ若干の機器類が設置されているが、今回の視察結果では、実験

室はほとんど活用されていないという印象を持った。これは、機器類が古くて使えない

こともあるが、スタッフを教育できる指導者が不足していることも一因であると思われ

る。

　したがって、本プロジェクトによってこのような指導者が育成されれば、事務所内ス

タッフへの波及効果は大きいといえる。ただし、ここで留意すべきは、指導者がある程

度育った段階で必要機材を計画的に整備していくことである。これにはＭＧＢ本部が地

域事務所の関連、役割分担をはっきりさせ、それに応じた人材育成と実験室・機材整備

を並行して進めることが必要である。

　いずれにしても、ＪＩＣＡが限られた期間のなかで14の地域事務所すべての人材育成

を対象にすることは困難であるから、特にフィリピン側から抽出された第７州と第11州

の２つの事務所に絞って技術移転を進め、その他の事務所についてはフィリピン側の独

自の努力でその成果を波及させていくことが望ましいと考えられる。そのためには、ま

ずＭＧＢ本部の充実が不可欠である。
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(３) 今後のスケジュ－ル

１) ＮＥＤＡの要請書提出業務が遅れているため、現段階でプロジェクト開始時期を明

言できないが、今後この作業が順調に進み、ＮＥＤＡのいうとおり２月初旬に正式要請

書が出ることになれば、1999年６月中のプロジェクト開始は可能と考えらえる。

　　ＭＧＢの実施体制については予算、組織、人材、施設の面において大きな問題はな

く、またプロジェクトに使用されるスペースもほぼ確定しているため、６月の開始に向

けて、日本側専門家の居室等も順調に整備されるものと思われる。

２) ＮＥＤＡに対しては、本年度積極型環境保全案件の意義を伝え、できる限り早期に

正式要請書を提出するよう要望した。

３) プロジェクト開始時期については、このように不透明な面もあるが、現時点では６

月開始に向けて、実施協議調査団は予定どおり４月中に派遣されることが妥当である。

なお、機材計画等を詰める短期調査については、前述のとおり、フィリピン側から要望

のあった機材の必要性を再度検討する必要があるため、できるだけ早期に派遣されるこ

とが望ましい。

(４) 全体所感

１) フィリピン鉱業において、環境に配慮した持続的開発（sustainable development）

は特に重要なキーワードであり、今後の資源開発の進展はこれの速やかな実行にかかっ

ているといっても過言ではない。

２) “sustainable development”のための政策と実行を担当するＭＧＢは、鉱山環境

管理能力の向上が緊急かつ重要な課題となっており、本プロジェクトの実施は時宜を得

たものである。それだけにＭＧＢ側の熱意も強く、プロジェクト実施基盤もあるので、

プロジェクトは順調に進捗するものと予想される。

３) ただし、最近職員数が大幅に増加された地域事務所の鉱山環境管理能力の向上を図

るためには、ＭＧＢ本部と地域事務所の連携強化のなかで地域事務所の役割を明確にす

るとともに、中長期的計画に基づいて着実に実行されることが重要である。そのなかで

我が国のプロジェクト方式技術協力を効率的、効果的に推進する方策を考えていかない

と、我が国の投入が拡散するおそれも懸念される。

４) 本プロジェクトは、アジアでは初めて鉱山環境を対象にしたプロジェクト方式技術

協力方式の技術協力となるわけであるから、その成果が周辺諸国へ広がることも視野に

入れて推進されることが望ましい。そのためには、我が国の資源、環境関連機関・組織

のバックアップが不可欠である。
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６．専門家の生活環境（治安状況）６．専門家の生活環境（治安状況）６．専門家の生活環境（治安状況）６．専門家の生活環境（治安状況）６．専門家の生活環境（治安状況）

　マニラにおける凶悪事件（身代金誘拐など）は影を潜めているものの、金銭目当ての強盗は依

然として発生している。銀行の入り口などでは、ショットガンを携帯した警備員が１～２名、必

ず待機しており、警戒にあたっている。本調査団の滞在中、人通りの多い白昼（日曜日）の

ショッピングモールにおいて日本人観光客が金銭を脅し取られる事件が発生した。被害者に怪我

はなかったが、拳銃のようなものを所持していたとのことである。米国ほどではないまでも、か

なり拳銃が氾濫しているものと考えられる。外出に際しては、車を使用する必要があり、特に夜

間に外出する場合は、十分に身の回りの安全に注意することが望ましい。

　その他、外務省「海外危険情報」によれば、ミンダナオ島地域（スールー州（諸島)、バシラ

ン州（島）、南サンボアンガ州、北ラナオ州、南ラナオ州、マギンダナオ州、北コタバト州、南

コタバト州、スルタン・クダラット州及びサランガニ州の計10州）が「注意喚起（危険度１)」

に指定されている（図－８)。背景には、政府軍とイスラム反乱勢力との衝突事件等があとを絶

たない状況がある。

　ミンダナオ島におけるイスラム反乱勢力としては、モロ民族解放戦線（ＭＮＬＦ)、モロ・イ

スラム解放戦線（ＭＩＬＦ）及びアブ・サヤフ（イスラム過激派グループ）があり、最大勢力を

誇るＭＮＬＦ（ミンダナオ島中西部を拠点）は1996年９月に政府との間で和平文書に調印し、現

在は政府に協力する姿勢をとっている。

　一方で、ＭＮＬＦから分離したＭＩＬＦ（ミンダナオ島中部：マギンダナオ州など）はいまだ

に武装闘争路線を放棄せず、その勢力を拡大している。政府との和平の動きがうかがえるもの

の、依然としてゲリラ活動を展開している。

　また、アブ・サヤフ（サンボアンガ市沖のバシラン島などを拠点）はイスラム原理主義を唱

え、パキスタンなど外国から資金等の支援を受けているといわれており、勢力は数百名でさほど

多くはないが、1994年頃から各都市で爆弾テロや襲撃などの凶悪テロ活動を活発化させている。

加えて、1998年12月に政府軍との衝突の際に、リーダーのアブバカル・ジャンジャラニが死亡し

た。これにより、アブ・サヤフの報復が危惧され、引き続き警戒を要する状況である。





－68－

７．国連工業開発機関ＵＮＩＤＯ事務所との協議７．国連工業開発機関ＵＮＩＤＯ事務所との協議７．国連工業開発機関ＵＮＩＤＯ事務所との協議７．国連工業開発機関ＵＮＩＤＯ事務所との協議７．国連工業開発機関ＵＮＩＤＯ事務所との協議

(１) 日時 1999年１月21日（木）　11：20～12：00

(２) 場所 ＵＮＩＤＯ事務所（マカティ市　NEDA sa Makati Building 内）

(３) 出席者　面談者　コホーネン所長（MARKKU KOHONEN)、

コーエイ企画官（Betty Koreh）

(４) 協議の概要

　ＵＮＩＤＯは工業開発に関する国連機構での中心的な調整機関である。工業化の促進

に関して発展途上国を援助するため、研究と調査に基づき工業開発に必要な概念と取り

組み方を考案するとともに、工業開発計画の作成の援助を行っている。

１) 協議の目的

　1998年10月に第一次調査団を派遣した際にもＵＮＩＤＯ事務所を訪問し、ＵＮＩＤＯ

が提案している小規模鉱業の水銀汚染防止に関するプロジェクトの内容等を聴取した

ところ、フィリピン政府内で審査中であったため、今回の調査団派遣の際に再度事務

所を訪問し、その後のプロジェクトの進捗状況等を把握するとともに、日本側のプロ

ジェクトとの連携の可能性を検討するため、先方のプロジェクトの実施時期や内容に

ついて聴取した。

２) ＵＮＩＤＯプロジェクトの概要

　聴取した結果、ＵＮＩＤＯプロジェクトに進捗状況は昨年の訪問時と同様の状況で

あった。ＵＮＩＤＯの提案プロジェクトは、フィリピンの対外援助窓口であるＮＥＤＡ

の審査中で承認時期は未定とのことであった。

　プロジェクトの内容は1998年10月時に訪問した際に聴取した内容と同様であるが、

その概要を以下に示す。

○プロジェクト名：ミンダナオ島における小規模金山からの水銀排水の低減のための

援助

○事業の内容：

・鉱業地域、河川、汚染農地における水銀、シアン化合物、重金属汚染物質のモニタ

リングのため地方の分析室を充実

・人体の水銀レベルの評価

・水銀と関連化学物質の汚染拡散状況の調査
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・鉱物処理センターの設立のための調査

・メンテナンスフリーの水銀蒸留装置の使用と適切な使用訓練のデモンストレーショ

ンを通じ、人体への安全性の改善する

・約50名の鉱山関係代表者に対する教育の実施（対象として、地方の小規模鉱山組

合、小規模鉱山の環境管理担当の地方行政職員等）

・小規模金鉱山に関する鉱業政策の報告（更新された政策の推薦を含む）

　実施期間は少なくとも１年間を予定しており、更にフェーズ２への移行も考えてい

るとのこと

　コホーネン所長は日本側のプロジェクトの成功とＵＮＩＤＯ側のプロジェクトとの

連携を進めたい意向を示した。日本側からも現在フィリピン側と協議中のプロジェク

トの概要を説明したが、日本側のプロジェクトはフィリピン政府の行政官の分析技術

やモニタリング技術等の修得が主体であることを説明した。

　仮に連携するとした場合、ＵＮＩＤＯ側のプロジェクトはミンダナオ島の水銀汚染

防止に特化したものであることから、分析技術の講習等にの日本側のサイトを活用す

る程度に限定されると考えられ、日本側のプロジェクトの進行に支障のない範囲で連

携を検討すべきと考える。
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付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

資料１　ミニッツ
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付　属　資　料付　属　資　料

資料２　現地調査（ＭＧＢ地域事務所（Ⅶ）他の視察結果）資料２　現地調査（ＭＧＢ地域事務所（Ⅶ）他の視察結果）
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資料２－１．ＭＧＢ地域事務所の視察資料２－１．ＭＧＢ地域事務所の視察資料２－１．ＭＧＢ地域事務所の視察資料２－１．ＭＧＢ地域事務所の視察資料２－１．ＭＧＢ地域事務所の視察

①日時 １月22日　９～11時

②場所 セブ島マンダナウエ市（Mandaue City）（セブ市の北方）

セブ市中心部から車で約20分程度の距離

③ＲＧＮ．７地域事務所の概要

　ＭＧＢには全国14の地域事務所があり、セブ島にある第７州地域事務所（ＲＧＮ．７）は、

セブ島のほか、隣のネグロス島南東部、ボホール島などを管轄している。

・事務所建物は、鉄筋３階建て（何度か増設されているが全体的に古い）で、ＭＧＢの他にＤＥＮＲ

の他の機関も入っている。

・岩石、水質等の分析を行っている分析室を見学させていただいたが、原子吸光分析装置、マイ

クロスコープ、恒温機、精密はかり等があるが、古い機器で使用できないものもあるばかり

か、ビーカー、フラスコ等の基本的な器具や試薬類も不足しているように見受けられた。

　仮にＪＩＣＡの供与機材として分析機器類を導入する場合は、ＭＧＢ側の分析室の各所の改装

整備が必要となる。

④地域事務所長の意向

　とにかく、各種の分析機器類を充実させたい意向である。

　それに対し、日本側からは、当プロジェクトは水と土壌の分析ができる人材を育てるもので

あり、そのための必要な機材については、まずは中央部（ペトロラボ）を充実することが必要

であること、更に予算の制約があることを説明。

⑤周辺環境（滞在期間２泊３日限りで分かったもの）

・セブ島まではマニラから飛行機で１時間強。空港はセブ市沖のマクタン島にありセブ市中心部

まで車で30分程度。地域事務所までも同様の距離と思われる。

・観光地であるためセブ市を中心に宿泊施設は多数あり。近年観光客が減少しているためか、宿

泊料が安くなっているとのこと。今回宿泊したセブ市中心部にあるミッドタウンホテルでは、

１泊1,800 ペソである。

・交通手段は車のみ。地域事務所の手配した車かレンタカーを利用するしかなし。

・島内には日本車各社の販売店があり、購入、メンテナンスは可能（車種は限定されると思われ

る。トヨタ、日産、いすず、スバル、ホンダあり)。

・セブ市中心部にはデパート、スーパーマーケットがあり、生活に必要なものは容易に入手可

能。
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資料２－２．グランドセメント工場の視察　資料２－２．グランドセメント工場の視察　資料２－２．グランドセメント工場の視察　資料２－２．グランドセメント工場の視察　資料２－２．グランドセメント工場の視察　Grand Cement PlantGrand Cement PlantGrand Cement PlantGrand Cement PlantGrand Cement Plant

①日時 １月22日　12～13時

②場所 セブ市から南方約40キロ東海岸沿いに位置する

③工場の概要

　（昼食を兼ねながら来賓室より、工場内を見学したのみ。）

・1995年に開山した新しい工場である。工場裏の採掘場から石灰石を採掘し、セメントを生産

している。ボゾラン、ポルトランドの２種類のセメントを生産しているが、一部はクリンカ

のまま国内の他の工場に販売しているとのこと。

・主な鉱害対策は、排煙の粉塵対策である。浮遊粒子状物質の排出は250ミリグラム／立方メー

トル以下に押さえている。また、燃料は石炭を使用しているが、インドネシア産の硫黄分の

低い石炭（１％以下）を使用し、SO２の排出を抑えているとのこと。

　工場水については、工場内の冷却用に使用するのが主な用途であり、循環使用し損失分を場

内の井戸水を補給しているとのこと。したがって排水はほとんどなし。

・工場内の各所はきれいに緑化されており、その植えられている樹木は、工場周辺の植生と同

じものを植えているとのこと。

・工場の設置以前から周辺に漁業等を営む住民が住んでいるが、工場の設置にあたり住民に十

分な説明を行い、事業開始後もクレーム等を聞き入れる体制をとり、必要な対応を取ってい

るとのこと。

資料２－３．トレド鉱山の視察　Toledo Mining

①日時 １月22日　14～16時

②場所 セブ島のほぼ中央部のトレド市内に位置する

③鉱山の概要

・豪州資本のアトラス鉱山開発（株）が開発。

・1993年の台風の影響で採掘場内が溜水し、さらに土砂が下流域に流出し、被害を与えたとの

こと（程度は不明）。被害の復旧と銅価の低迷により以降休山状態で鉱山の維持管理（警備）

を行っている。

・大小６つのポーフィリーカッパー鉱床を対象に銅を採掘。地表部は露天採掘、深部はブロッ

クケービングによる坑内採掘を行っている。鉱石品位は0.4％と低く、これを山元の選鉱場

処理し、30％の精鉱を生産している。
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・採掘量

　　1957年 3,600MT／DAY

　　1965年 5,444MT／DAY

　　1969年 15,000MT／DAY

　　1971年 110,000MT／DAY

・鉱害について

　当鉱山の選鉱廃滓は長さ約キロのパイプラインにより海岸部までスラリー輸送に海洋に投棄

している。鉱山側は廃滓は海洋深部に流れるため問題ないと説明しているが、モニタリング

の実績もないことから、どの程度沿岸部が汚染されているが心配である。

　選鉱場近くには、応急時に使用するたい積場らしきものがあるが、谷部に廃滓を流下させた

だけのもので、堤体もなく、水処理も行っていない。

・鉱山の再開について

　鉱山側は銅価の回復を待って再開したい意向であるが、約５年間使用していない鉱山施設の

補修・修理等に相当の費用が必要なこと、廃滓の処理や基準をクリアできる排水処理を行わ

なければ再開は困難と思われる。

　仮に再開した場合は、当初は4,000トン採掘を目標としてるとのこと。また、3,000人の雇用

が必要とのこと。
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